
【表紙】  

【提出書類】 有価証券報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2022年６月29日

【事業年度】 第75期(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

【会社名】 三井住建道路株式会社

【英訳名】 SUMIKEN MITSUI ROAD CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　蓮井　　肇

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿６丁目24番１号

【電話番号】 03(6258)1523(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長　　澤木　　忠

【最寄りの連絡場所】 東京都新宿区西新宿６丁目24番１号

【電話番号】 03(6258)1523(代表)

【事務連絡者氏名】 経理部長　　澤木　　忠

【縦覧に供する場所】 三井住建道路株式会社　北海道支店

　(札幌市中央区南１条西25丁目１番１号)

三井住建道路株式会社　中部支店

　(名古屋市中区千代田一丁目16番６号)

三井住建道路株式会社　関西支店

　(大阪市西区江戸堀一丁目22番４号)

三井住建道路株式会社　開発環境事業部

　(川崎市麻生区万福寺１丁目１番１号)

株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
 

 

EDINET提出書類

三井住建道路株式会社(E00272)

有価証券報告書

 1/79



第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 (百万円) 33,983 34,737 33,384 33,796 31,535

経常利益 (百万円) 1,494 1,573 1,609 1,827 949

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 947 1,048 1,038 1,188 627

包括利益 (百万円) 1,012 1,094 990 1,271 646

純資産額 (百万円) 9,951 10,890 11,661 12,543 12,971

総資産額 (百万円) 25,903 26,631 27,111 27,548 26,693

１株当たり純資産額 (円) 1,074.25 1,175.51 1,263.03 1,374.67 1,421.00

１株当たり当期純利益 (円) 103.87 114.97 113.80 130.31 68.73

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 37.8 40.3 42.5 45.5 48.6

自己資本利益率 (％) 10.1 10.2 9.3 9.9 4.9

株価収益率 (倍) 7.0 6.5 6.7 8.1 15.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,416 1,594 1,099 2,429 195

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △458 △65 △520 △752 △930

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △328 △200 △250 △267 △278

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 7,611 8,939 9,267 10,677 9,663

従業員数
〔外、平均臨時雇用人員〕

(名)
480 476 469 457 455

〔57〕 〔55〕 〔45〕 〔40〕 〔37〕
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。第71期の期首に当該株

式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

３　第73期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、株主資本において自己株式として計

上されている役員向け株式交付信託が保有する当社株式を期末発行済株式数及び期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。

４　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第75期の期首から適用してお

り、第75期の主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第71期 第72期 第73期 第74期 第75期

決算年月 2018年３月 2019年３月 2020年３月 2021年３月 2022年３月

売上高 (百万円) 32,678 33,292 32,007 32,754 31,087

経常利益 (百万円) 1,405 1,495 1,639 1,790 933

当期純利益 (百万円) 920 1,026 1,059 1,294 617

資本金 (百万円) 1,329 1,329 1,329 1,329 1,329

発行済株式総数 (株) 18,555,000 9,277,500 9,277,500 9,277,500 9,277,500

純資産額 (百万円) 9,718 10,598 11,448 12,505 12,903

総資産額 (百万円) 25,119 25,863 26,463 27,494 26,657

１株当たり純資産額 (円) 1,065.38 1,161.90 1,255.04 1,370.48 1,413.55

１株当たり配当額
(うち１株当たり
中間配当額)

 

(円)
8 23 26 28 30

(―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純利益 (円) 100.91 112.51 116.14 141.92 67.61

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.7 41.0 43.3 45.5 48.4

自己資本利益率 (％) 9.9 10.1 9.6 10.8 4.9

株価収益率 (倍) 7.2 6.7 6.5 7.4 15.9

配当性向 (％) 15.9 20.4 22.4 19.7 44.4

従業員数
〔外、平均臨時雇用人員〕

(名)
442 437 436 448 448

〔57〕 〔55〕 〔45〕 〔40〕 〔37〕

株主総利回り
(比較指標：配当込みTOPIX)

(％)
149.2 159.1 166.3 230.4 241.7
(115.9) (110.0) (99.6) (141.5) (144.3)

最高株価 (円)
399 764 1,040 1,087 1,170

 (389)    

最低株価 (円)
225 608 687 688 916

 (349)    
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。第71期の期首に当該株

式併合が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。

３　第73期より、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、株主資本において自己株式として計

上されている役員向け株式交付信託が保有する当社株式を期末発行済株式数及び期中平均株式数の計算にお

いて控除する自己株式に含めております。

４　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第75期の期首から適用してお

り、第75期の主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

５　2018年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施しております。第71期の株主総利回り

については、当該株式併合考慮後の数値を反映しております。

６　最高株価及び最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。なお、第72期の株価につい

ては株式併合後の最高株価及び最低株価を記載し、(　)内に株式併合前の最高株価及び最低株価を記載して

おります。
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２ 【沿革】

1948年２月 　　岡本興業株式会社として設立

1951年３月 　　建設業法による北海道知事登録(イ)第3047号、以後２年ごとに更新登録

1961年２月 　　建設業法による建設大臣登録(ト)第4133号、以後２年ごとに更新登録

1965年12月 　　北海道道路株式会社に改称

1971年12月 　　三井道路株式会社に商号変更(北海道道路株式会社を存続会社として、三建道路株式会

社、岡田鋪装株式会社、２：１：１の比率にて３社合併)

1971年12月 　　北海道支社、東京支社、仙台支店、埼玉支店、名古屋支店、大阪支店、広島支店及び福岡

支店を開設

1972年１月 　　三道工業株式会社設立(現・連結子会社)

1973年７月 　　建設業法改正による建設大臣許可(特―48)第1330号、以後３年ごとに更新

1974年６月 　　宅地建物取引業免許、東京都知事免許(1)第27826号、以後３年ごとに更新(1998年以降、

５年ごとに更新)

1988年12月 　　決算期を９月から３月に変更

1990年９月 　　定款を変更し、事業の目的に産業廃棄物の処理に関する事業を追加

1992年12月 　　建設大臣許可(特―４)第1330号により建築工事業を追加

1996年２月 　　東京証券取引所市場第二部に上場

1998年１月 　　エムアール工業株式会社設立

2002年６月 　　建設業法による国土交通大臣許可(特―14)第1330号、以後５年ごとに更新

2003年10月 　　住建道路株式会社と合併し三井住建道路株式会社に商号変更

 　　合併により株式会社小河原組を関係会社として承継

2006年３月 　　株式会社小河原組の株式を譲渡したことにより、同社を連結の範囲から除外

2011年３月 　　エムアール工業株式会社解散

2012年４月 　　雁部建設株式会社の株式取得

2013年６月 　　定款を変更し、事業の目的に土壌・地下水汚染の調査及び浄化等に関する事項ならびに発

電事業及び電気の販売等に関する事項を追加

2020年７月 　　本店を「東京都新宿区余丁町」より「東京都新宿区西新宿」へ移転

2021年３月 　　雁部建設株式会社の全株式を譲渡したことにより、同社を連結の範囲から除外
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３ 【事業の内容】

当社及び当社の関係会社は、三井住建道路株式会社(当社)、親会社、子会社１社により構成されており、建設事業

を主な内容とし、これに付帯する諸材料の製造・販売事業及びその他の事業を営んでおります。

当社及び当社の関係会社の事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

なお、セグメントと同一の区分であります。

 

区　分 内　容 主要な会社

建設事業 舗装工事、土木工事及び建築工事等に

関する事業

当社、三井住友建設㈱、三道工業㈱

(会社数　計３社)

製造・販売事業 建設用資材の製造・販売に関する事業 当社

(会社数　計１社)

その他 売電事業及び不動産取引に関する事業 当社

(会社数　計１社)
 

 

以上の事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の所有又は

被所有割合（％）
関係内容

(親会社)      

三井住友建設㈱

(注２)
東京都中央区 12,003 建設事業

(被所有)
53.9

当社が舗装・土木工事等の
請負をしている。

(連結子会社)      

三道工業㈱

(注３)
札幌市東区 20 建設事業 100.0

当社より工事の一部を受注
し、当社に工事の一部を発
注している。
役員の兼任　　１名

 

(注) １　「主要な事業の内容」の欄には、セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券報告書を提出しております。
３　特定子会社に該当いたしません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2022年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

建設事業 339 〔28〕

製造・販売事業 70 〔9〕

その他 1 〔―〕

全社(共通) 45 〔―〕

合計 455 〔37〕
 

(注) 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しています。

　

(2) 提出会社の状況

2022年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

448 〔37〕 45.6 16.9 7,039,946
 

 

セグメントの名称 従業員数(名)

建設事業 332 〔28〕

製造・販売事業 70 〔9〕

その他 1 〔―〕

全社(共通) 45 〔―〕

合計 448 〔37〕
 

(注) １　従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しています。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

提出会社においては、三井住建道路労働組合と称し、1976年８月16日結成され、2022年３月31日現在の組合員数

は、287名であります。連結子会社においては、労働組合は結成されておりません。

なお、労使関係について特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

日本経済は新型コロナウィルス感染症拡大による経済活動の停滞が長期間に及んでいることに加えて、世界情勢の

緊迫が資源価格の高騰や円安の進行に繋がるなど、先行きの不透明感が払拭できない厳しいものとなっております。

先行きが不透明な情勢にはありますが、当社グループ（当社及び連結子会社をいう。以下同じ。）は、持続可能な

社会の実現に向かって世界的に意識が高まっている背景を踏まえ、経済的価値の追求に加え、環境・社会的価値の追

求を取り入れて事業活動を展開していくことを目指して、2022年度を初年度とする三ヵ年の「中期経営計画2022－

2024」（2023年３月期～2025年３月期）を策定し、スタートしております。『「将来へつながる」道づくり　～選ば

れる企業へ～』を計画のコンセプトに掲げ、本計画の基本方針である①当社グループの財産である「人」の育成を通

じ、魅力ある職場環境を実現する、②「大地とともに歩む」企業として、地球環境保全に積極的に取り組む、③高品

質なものづくりを提供し、安心・安全で長く使い続けられる社会インフラの整備を行う　に従った施策を着実に実施

してまいります。

また、企業市民として、安全・品質の確保やコンプライアンスの徹底を実践し、公正妥当な事業活動を行うととも

に、内部統制システムの充実に努めてまいります。

道路建設業界におきましては、感染症の拡大が確実に収束に向かわない限り、生産活動や消費需要の低迷が業績の

下振れに結び付く懸念が大きいことなど、経営環境の先行きに予断を許さない状況になっております。また、原油価

格の高騰に伴い製造・販売事業の主要材料であるアスファルトの仕入価格が急激に上昇していることが業績に大きな

影響を及ぼし、採算の悪化に繋がる可能性が高いことなど現時点では非常に厳しい環境になっております。

このような状況を踏まえ、当社グループは、不確実性の大きい経営環境に柔軟かつ機動的に対応することによっ

て、影響を低減することを図ってまいります。また、技術力やコスト競争力の向上と提案力の強化に努め収益の確保

を目指すともに、「働き方改革」と建設ＤＸの推進による「生産性向上」の一体化を目標に施工効率の追求、協力会

社の育成等を実行していく所存です。

 
２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した「第２　事業の状況」、「第５　経理の状況」等に関する事項のうち、経営者が連結会

社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を及ぼす可能性があると認識している主要なリ

スクには以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 特定の取引先への高い依存度について

当社グループの主要事業である道路舗装事業は、公共投資への市場依存度が高く、政府の公共投資政策が急

激に変更になった場合など、売上高が大きく減少するなどの影響を受ける可能性があります。影響を軽減する

対応として、公共投資事業に過度に依存することなく、民間土木事業への提案型営業を強化するなどの取組み

を行っております。

(2) 調達資材・労務について

調達資材のうち、輸入原油から製造され舗装原材料となるアスファルトは、原油と為替の市況により購入価

格が変動しますが、著しく購入価格が高騰した場合に、製品販売価格や請負代金に転嫁させることができない

場合には業績に影響を及ぼす可能性があります。影響を軽減する対応として、自助努力によるコスト削減や価

格転嫁に努めるなどの取組みを行ってまいります。

また、感染症の拡大が発生した場合には、物流や移動の制限などによって資材・労務の調達が困難になる懸

念があり、同じく業績に影響を及ぼす可能性があります。影響を軽減する対応として、事業継続計画の策定や

災害時対応マニュアルなどの対策を講じております。

(3) 法的処分等について

建設事業は、その作業環境や作業方法の特性から他の産業に比べ事故発生率が高く、建設現場で労働災害や

公衆災害が発生した場合、その程度により建設業法上の監督処分（営業停止等）や公的発注機関の指名停止処

分の対象となったり、あるいは損害賠償を受ける等によって、業績に影響を及ぼす可能性があります。影響を

軽減する対応として、安全パトロールの実施や協力会社への安全講習の実施などにより、事故の発生を未然に

防ぐ取組みを行っております。

(4) 取引先の信用について

取引先につきましては、取引金額、会社規模及び経営状況等が多種多様なため、急激な事業環境の変化等に

より、取引先が信用不安に陥った場合には、業績に影響を及ぼす可能性があります。影響を軽減する対応とし

て、受注審査に一定の基準を設け、取引先の信用について入念に検討しております。

(5) 大規模自然災害や感染症等の発生について

当社グループの事務所や工場所在地を含む地域で大規模な地震、津波、風水害等の大規模自然災害が発生し

た場合、また感染症等の拡大が発生した場合には、当社グループの事業継続に支障をきたし、業績に影響を及

ぼす可能性があります。影響を軽減する対応として、事業継続計画を策定するとともに安否確認システムの定

期的な運用訓練を実施しております。また、通常の出勤が困難となる場合に備えて、在宅勤務を効率的に行う

体制を整備しております。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当連結会計年度の期首から適用しております。この結果、前連結会計年度と収益の会計処理が異なることから、以

下の経営成績に関する説明において増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しております。

 
(1) 経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下、「経営成績等」と

いう。）の状況の概要は、次のとおりであります。

なお、新型コロナウイルス感染症の影響につきましては「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　(1)連結財務

諸表　注記事項」に記載しております。

 
 ① 財政状態及び経営成績の状況

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ854百万円減少して、26,693百万円となりました。

流動資産は同881百万円減少の20,314百万円、固定資産は27百万円増加の6,379百万円となりました。

資産の減少の主な要因は、現金預金の減少によるものであります。

流動負債は同1,240百万円減少の11,632百万円、固定負債は同42百万円減少の2,090百万円となりました。

負債の減少の主な要因は、未成工事受入金等の減少によるものであります。

当連結会計年度末の純資産は、親会社株主に帰属する当期純利益を627百万円計上したこと等により、12,971百

万円となりました。

当連結会計年度の業績につきましては、受注高は31,351百万円（前連結会計年度は32,183百万円）となりまし

た。また、売上高は31,535百万円（前連結会計年度は33,796百万円）、経常利益は、建設事業において、完成工

事高が減少したこと、製造・販売事業において、主要材料であるアスファルトの仕入価格が急激に上昇し、販売

価格への転嫁が困難であったことなどから949百万円（前連結会計年度は1,827百万円）となりました。また、親

会社株主に帰属する当期純利益は627百万円（前連結会計年度は1,188百万円）となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。なお、報告セグメントの利益は売上総利益の数値であ

ります。

 
 (建設事業)

建設事業におきましては、受注高は26,104百万円（前連結会計年度は26,777百万円）、完成工事高は26,235百

万円（前連結会計年度は28,336百万円）、セグメント利益は2,612百万円（前連結会計年度は3,185百万円）とな

りました。

 (製造・販売事業)

建設用資材の製造・販売事業におきましては、売上高は5,247百万円（前連結会計年度は5,406百万円）、セグ

メント利益は571百万円（前連結会計年度は840百万円）となりました。

 (その他)

その他におきましては、太陽光発電による売電事業の売上高は52百万円（前連結会計年度は53百万円）、セグ

メント利益は28百万円（前連結会計年度は31百万円）となりました。

 
期首に計画をした当連結会計年度の業績は、売上高は33,700百万円、経常利益は1,510百万円、親会社株主に帰

属する当期純利益は960百万円であり、セグメントごとの計画は、次のとおりであります。なお、報告セグメント

の利益は売上総利益の数値であります。

 
 (建設事業)

完成工事高27,450百万円、セグメント利益2,805百万円

 (製造・販売事業)

売上高6,200百万円、セグメント利益1,000百万円

 (その他)

売上高50百万円、セグメント利益30百万円

 
建設事業におきましては、完成工事高は、競争の激化など厳しい受注環境の影響によって計画から4.4％減少と

なり、セグメント利益は6.9％の減少となりました。

製造・販売事業におきましては、アスファルト合材の製造数量が当初の見込より減少したことなどから、売上

高は計画から15.4％の減少となり、売上高の減少及び原油価格の高騰に伴い主要材料であるアスファルトの仕入

価格が急激に上昇し販売価格への転嫁が困難であったことから、セグメント利益は計画から42.8％の減少となり

ました。

その他におきましては、太陽光発電は、ほぽ計画どおりとなりました。

今後の課題としては、建設事業におきましては、建設ＤＸの推進などにより採算性と効率性を追求するととも

に、製造・販売事業におきましては、アスファルト合材の製造数量を確保するとともに、材料の仕入価格の変動

に対応した適正な販売価格の設定が重要と考えております。
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② キャッシュ・フローの状況

営業活動では、税金等調整前当期純利益の計上等により195百万円の資金の増加（前連結会計年度2,429百万円の

資金の増加）となりました。

投資活動では、有形固定資産の取得による支出等により930百万円の資金の減少（前連結会計年度752百万円の資

金の減少）となりました。

また、財務活動では、配当金の支払等により278百万円の資金の減少（前連結会計年度267百万円の資金の減少）

となりました。

これにより「現金及び現金同等物の期末残高」は、1,014百万円減少し、9,663百万円（前連結会計年度比9.5％

減少）となりました。

当社グループの主要な資金需要は、建設事業及び製造・販売事業のための材料費、労務費、外注費、経費、販売

費及び一般管理費の営業費用ならびに主として製造・販売事業における設備の増強、更新等に係る投資でありま

す。

これらの資金需要につきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー及び自己資金にて対応することを基本方

針としております。

セグメント別の設備投資の概要及び現在予定をしている重要な設備の新設については、「第３　設備の状況」を

ご参照下さい。

 
③ 重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成されており

ます。この連結財務諸表の作成にあたっては、連結会計年度末における資産・負債ならびに連結会計年度の収益・

費用の数値に影響を与える見積り及び判断が行われております。これらの見積り及び判断については、継続して評

価し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果はこれらと異なるこ

とがあります。

なお、会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響に関して、現時点で影響は軽微であり、当連結

会計年度において会計上の見積りを行った結果、当連結会計年度における連結財務諸表に及ぼす影響、及び翌連結

会計年度における連結財務諸表に及ぼす影響は軽微なものと判断しております。

連結財務諸表の作成に当たって用いた会計上の見積り及び仮定のうち、重要なものは以下のとおりであります。

 
ａ　繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について定期的に回収可能性を検討し、当該資産の回収が不確実と考えられる

部分に対して評価性引当額を計上しております。回収可能性の判断においては、将来の課税所得見込額と実行可

能なタックス・プランニングを考慮して、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると考えられる範囲で繰延税

金資産を計上しております。

将来の課税所得見込額はその時の業績等により変動するため、課税所得の見積りに影響を与える要因が発生し

た場合は、回収懸念額の見直しを行い繰延税金資産の修正を行うため、当期純損益額が変動する可能性がありま

す。

 
ｂ　完成工事高及び完成工事原価の計上

工事進捗部分について履行義務の充足が認められる工事については、主として一定の期間にわたり履行義務を

充足し収益を認識する方法（履行義務の充足に係る進捗度の見積りはコストに基づくインプット法）により完成

工事高を計上しております。計上にあたっては、工事収益総額及び工事原価総額を合理的に見積る必要がありま

す。発注者との交渉の状況によって工事収益総額が変動した場合や、想定していなかった原価の発生等により工

事原価総額が変動した場合は、完成工事高及び完成工事原価が影響を受け、当社グループの業績を変動させる可

能性があります。

 
ｃ 固定資産の減損

固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、資産のグルーピングをセグメント別に行い、収益性が著し

く低下した資産グループについて、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失とし

て計上しております。

固定資産の回収可能価額について、将来キャッシュ・フロー、割引率、正味売却価額等の前提条件に基づき算

出しているため、当初見込んでいた収益が得られなかった場合や将来キャッシュ・フロー等の前提条件に変更が

あった場合、固定資産の減損を実施し、業績を悪化させる可能性があります。
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④ 生産、受注及び販売の状況

当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

ａ　受注実績

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

 

前年同期比(％)

建設事業(百万円) 26,104 △2.5

製造・販売事業(百万円) 5,247 △2.9

合計 31,351 △2.6
 

(注)　セグメント間取引については、相殺消去しております。

 
ｂ　売上実績

セグメントの名称
当連結会計年度

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

 

前年同期比(％)

建設事業(百万円) 26,235 ―

製造・販売事業(百万円) 5,247 ―

その他(百万円) 52 ―

合計 31,535 ―
 

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の売上高及び売上総額に対する割合は、次のとおりであります。

会計年度 相手先 金額(百万円) 割合(％)

前連結会計年度
(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

国土交通省 4,116 12.2

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

国土交通省 3,688 11.7

 

 

なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は、次のとおりであります。
　

(a)　工事部門の状況

イ　受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高

期別 工種別
前期繰越
工事高

当期受注
工事高

計
当期完成
工事高

次期繰越工事高
当期施工高

手持工事高 うち施工高

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (％、百万円) (百万円)

第74期

アスファルト
舗装工事 9,201 19,798 29,000 21,067 7,932 6.9 549 21,033

コンクリート
舗装工事 2,235 1,205 3,440 2,067 1,373 0.0 0 2,062

土木工事 1,830 5,064 6,894 4,150 2,743 12.4 340 4,193

計 13,267 26,067 39,335 27,285 12,050 7.4 890 27,290

第75期

アスファルト
舗装工事 7,510 19,378 26,889 18,211 8,678 0.7 62 17,723

コンクリート
舗装工事 1,373 658 2,031 1,991 40 ― ― 1,991

土木工事 2,449 5,619 8,068 5,584 2,484 0.6 15 5,258

計 11,333 25,656 36,989 25,787 11,202 0.7 77 24,974
 

(注) １　前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更あるものについては、当期受注工事高にその

増減額を含めております。従って、当期完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

２　次期繰越工事高の施工高は、手持工事高の工事進捗部分であります。

３　当期施工高は、(当期完成工事高＋次期繰越施工高－前期繰越施工高)に一致します。

４　収益認識に関する会計基準等の適用に伴い、遡及適用は行わず累積的影響額を期首の利益剰余金に加減算し

ているため、第74期次期繰越工事高と第75期前期繰越工事高に716百万円の差異が発生しております。それ

に係る完成工事総利益は53百万円であります。
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ロ　受注工事高の受注方法別比率

工事の受注方法は、特命と競争に大別されます。

期別 工種別 特命(％) 競争(％) 計(％)

 アスファルト舗装工事 61.3 38.7 100.0

第74期 コンクリート舗装工事 36.1 63.9 100.0

 土木工事 98.3 1.7 100.0

 アスファルト舗装工事 68.1 31.9 100.0

第75期 コンクリート舗装工事 84.4 15.6 100.0

 土木工事 99.0 1.0 100.0
 

(注)　百分比は、請負金額比であります。

 
ハ　完成工事高

期別 工種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

第74期

アスファルト舗装工事 7,427 13,639 21,067

コンクリート舗装工事 1,494 572 2,067

土木工事 28 4,121 4,150

計 8,950 18,334 27,285

第75期

アスファルト舗装工事 5,770 12,441 18,211

コンクリート舗装工事 1,476 515 1,991

土木工事 106 5,477 5,584

計 7,353 18,433 25,787
 

 
完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

　第74期の完成工事のうち主なもの

発注者 工事名

国土交通省東北地方整備局 国道106号平津戸トンネル舗装工事

三井不動産レジデンシャル株式会社 (仮称)あざみ野新石川計画宅地造成工事

国土交通省関東地方整備局 Ｒ２国道138号平野地区舗装修繕工事

東日本高速道路株式会社 上信越自動車道長野管内舗装補修工事

国土交通省九州地方整備局 令和元年度災害復旧二重峠トンネル舗装(阿蘇工区)工事
 

 
　第75期の完成工事のうち主なもの

発注者 工事名

国土交通省東北地方整備局 国道45号沢向玉川地区舗装工事

東日本高速道路株式会社 常磐自動車道山元～岩沼間舗装工事

国土交通省関東地方整備局 Ｒ２大宮出張所管内舗装修繕工事

東京都 路面補修工事(2三の7・遮熱性舗装)及び歩道復旧工事(2三－１)

住友林業株式会社 (仮称)国分寺市新町３丁目ＰＪ宅地造成工事
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ニ　手持工事高　(2022年３月31日現在)

工種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

アスファルト舗装工事 5,522 3,155 8,678

コンクリート舗装工事 ― 40 40

土木工事 ― 2,484 2,484

計 5,522 5,680 11,202
 

 
　手持工事のうち主なもの

発注者 工事名
完成予定
年月

東京都 街路築造工事(２三－環４河田町) 2022年５月

小田急バス株式会社 小田急バス株式会社新百合ヶ丘営業所車庫造成工事 2022年９月

中日本高速道路株式会社 東名高速道路(特定更新等)静岡管内舗装改良工事(2020年度) 2023年10月

国土交通省近畿地方整備局 田辺西バイパス舗装他工事 2022年５月

公益財団法人東京都道路整
備保全公社

電線共同溝設置工事(３都道318－大森東１工区) 2023年６月
 

 
(b)　製品部門の状況

アスファルト合材等の販売実績は、次のとおりであります。
　

期別
アスファルト合材 その他売上金額

(百万円)
売上高合計
(百万円)売上数量(ｔ) 売上金額(百万円)

第74期 503,178 4,524 891 5,415

第75期 476,356 4,317 929 5,247
 

(注)　その他売上金額は、乳剤、砕石等の素材の販売等の売上金額であります。
 

(c)　主要顧客の状況

売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及び割合は、次のとおりであります。
 

期別 相手先 金額(百万円) 割合(％)

第74期 国土交通省 4,099 12.5

第75期 国土交通省 3,670 11.8
 

 

 
４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

５ 【研究開発活動】

提出会社においては、技術研究所を中心に道路舗装材に関する調査・研究ならびに新材料・工法及び施工機械等の

改良開発に努めております。

　当連結会計年度における研究開発費は、69百万円でありました。なお、提出会社の研究開発活動は、建設事業及び

建設用資材の製造・販売事業に関連するものであり、セグメント別に区分できないため、セグメント別には記載して

おりません。

当連結会計年度における研究開発は、以下のとおりであります。

①　ライフサイクルコスト削減を目的とした、高耐久性舗装材の更新と薄層舗装化

②　ＣＯ２削減を目的とした、フォームド技術の応用

③　ＳＤＧｓに対応した、新舗装材の開発

④　リーンマネージメントからのＩＣＴ技術の抽出

⑤　利用しやすさを意識した、保有技術の更新
　

なお、連結子会社においては、研究開発活動は行われておりません。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資の総額は、755百万円であり、セグメント別の内訳は、下記のとおりでありま

す。

(建設事業)

当連結会計年度は、営業所建物の環境整備等であり、その総額は35百万円でありました。

(製造・販売事業)

当連結会計年度は、生産設備の建替等を目的として投資を行い、その総額613百万円でありました。

(その他)

当連結会計年度は、設備投資を行っておりません。

(全社)

当連結会計年度は、ソフトウェアの更新等であり、その総額は106百万円でありました。

 

なお、重要な設備の取得は以下のとおりであります。

(1) 提出会社

当連結会計年度に以下の設備を取得いたしました。

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

取得価額(百万円)

建物・構築物 機械及び装置 その他 合計

 関東支店

 (東京都新宿区)
 製造・販売事業

 東松山合材工場

 アスファルト合材

 生産設備

200 561 12 775

 

 

(2) 連結子会社

該当事項はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2022年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメントの名称

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物・構築物 機械及び装置

土地
(面積㎡)

その他 合計

本店
(東京都新宿区)

全社
その他

72 14
630

（1,406）
52 769 41

北海道支店
(札幌市中央区)

建設事業
製造・販売事業
その他

225 51
407

（182,216）
〔13,739〕

5 689 44

東北支店
(仙台市青葉区)

建設事業
製造・販売事業

97 76
117

（44,038）
〔15,582〕

6 298 64

関東支店
(東京都新宿区)

建設事業
製造・販売事業

775 576
1,172

（27,930）
〔8,854〕

18 2,543 98

関西支店
(大阪市西区)

建設事業
製造・販売事業

61 173
131

（13,143）
〔11,595〕

1 368 37

九州支店
(福岡市中央区)

建設事業
製造・販売事業

229 104
284

（38,520）
〔35,672〕

7 626 84

 

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、車両運搬具、工具器具・備品であります。

２　建物・構築物、機械及び装置、その他には、リース資産が一部含まれております。

３　土地及び建物の一部を連結会社以外から賃借しております。年間賃借料は、206百万円であり、土地の面積

については、〔 〕で外書しております。

４　リース契約による主要な賃借設備のうち主なもの
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容 台数 リース期間
年間リース料
(百万円)

本店
(東京都新宿区)

全社

 
サーバー

 
１式 ５年 8

 

 

(2) 国内子会社

重要な設備はありません。

 

(3) 在外子会社

該当事項はありません。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額

資金調達方法 備考
総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

提出会社
 関東支店

 (東京都新宿区)
製造・販売事業

 東松山合材工場

 アスファルト合材

 生産設備他

1,550 1,010 自己資金
 2020年７月～

 2024年３月予定
 

 

(2) 重要な設備の除却等

　　　経常的な設備の更新のための除却等の他には、重要な設備の除却等の計画はありません。

 

(注)　連結子会社においては、設備の新設等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数　(株)

普通株式 35,000,000

計 35,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在発行数　(株)

(2022年３月31日)
提出日現在発行数　(株)

(2022年６月29日)

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 9,277,500 9,277,500

 東京証券取引所
 市場第二部
 (事業年度末現在)
 スタンダード市場
 (提出日現在)

単元株式数は
100株であります。

計 9,277,500 9,277,500 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2018年10月１日 △9,277 9,277 ― 1,329 ― 541
 

(注) 2018年10月１日をもって２株を１株に併合し、これに伴い発行済株式数が9,277千株減少し、9,277千株となっ

ております。
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(5) 【所有者別状況】

2022年３月31日現在

区分

株式の状況(単元株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 8 19 69 23 ― 912 1,031 ―

所有株式数
(単元)

― 7,582 886 54,385 10,440 ― 19,459 92,752 2,300

所有株式数
の割合(％)

― 8.2 1.0 58.6 11.2 ― 21.0 100.0 ―
 

(注) １　自己株式40,533株は、「個人その他」に405単元、「単元未満株式の状況」に33株含まれております。ま
た、当該自己株式には役員向け株式交付信託が保有する当社株式108,400株は含まれておりません。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が５単元含まれております。
 

(6) 【大株主の状況】

2022年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数の
割合(％)

三井住友建設株式会社 東京都中央区佃２丁目１－６ 4,981 53.93

STATE STREET BANK AND TRUST CLIENT

OMNIBUS ACCOUNT OM02 505002

(常任代理人　株式会社みずほ銀行)

100 KING STREET WEST, SUITE 3500,

PO BOX 23 TORONTO, ONTARIO M5X

1A9 CANADA

(東京都港区港南２丁目15－１)

484 5.23

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 東京都中央区晴海１丁目８－12 250 2.71

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２丁目２－２ 196 2.12

MSIP CLIENT SECURITIES

(常任代理人　モルガン・スタンレー

 MUFG証券株式会社)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF,

LONDON E14 4QA, U. K.

(東京都千代田区大手町１丁目９－７)

173 1.88

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１丁目４－10 171 1.85

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL

(常任代理人　ゴールドマン・サックス

 証券株式会社)

PLUMTREE COURT, 25 SHOE LANE, LONDON

EC4A 4AU, U. K.

(東京都港区六本木６丁目10－１)

159 1.72

三井住建道路従業員持株会 東京都新宿区西新宿６丁目24番１号 155 1.68

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

(信託口)
東京都港区浜松町２丁目11番３号 151 1.63

株式会社ウベモク 山口県宇部市西平原３丁目２－22 120 1.29

計 － 6,843 74.09
 

(注)　１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。
　　　　　 株式会社日本カストディ銀行(信託口)　　             250千株
　　　　　　野村信託銀行株式会社(投信口)　　　　　　　　　　　　196千株
　　　　　 日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)　　　　151千株

２　株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有する株式には、当社が設定した役員向け株式交付信託に係る
当社株式108,400株が含まれております。なお、当該株式は連結財務諸表において自己株式として表示して
おります。

３　2021年８月20日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に関する変更報告書において、エフエム
アール　エルエルシー(FMR LLC)が2021年８月13日現在で以下の株式を保有している旨が記載されているも
のの、当社として2022年３月31日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状
況には含めておりません。なお、その変更報告書の内容は次のとおりであります。

大量保有者 エフエムアール　エルエルシー　(FMR LLC)

住所
米国 02210 マサチューセッツ州ボストン、サマー・ストリート245

 (245 Summer Street, Boston, Massachusetts 02210, USA)

保有株券等の数 株式　740,600株

株券等保有割合 7.98％
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年３月31日現在

区分 株式数　(株) 議決権の数　(個) 内容

無議決権株式  ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等)  ― ― ―

議決権制限株式(その他)  ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

普通株式 40,500
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,234,700
 

92,347 ―

単元未満株式 普通株式 2,300
 

― 単元株式数(100株)未満の株式

発行済株式総数  9,277,500 ― ―

総株主の議決権  ― 92,347 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式500株(議決権５個)及び役員

向け株式交付信託が保有する株式108,400株(議決権1,084個)が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式33株が含まれております。

② 【自己株式等】

2022年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
三井住建道路株式会社

東京都新宿区西新宿６丁目24番１号 40,500 ― 40,500 0.43

計 ― 40,500 ― 40,500 0.43
 

(注) １　当事業年度末の当社保有の自己株式数は、40,533株であります。

　　 ２　役員向け株式交付信託が保有する当社株式数108,400株は、上記自己株式等には含まれておりません。

 
(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

(役員向け株式報酬制度)
当社は2019年６月27日開催の第72期定時株主総会決議に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。以下同

じ。）、執行役員及び一定の要件を満たす者（以下総称して「取締役等」という。）に対し、信託を用いた株式
報酬制度（以下、「本制度」という。）を導入しております。本制度は、取締役等の報酬と当社の株式価値との
連動性をより明確にし、取締役等が株価の変動による利益・リスクを株主の皆様と共有することで、中長期的な
業績の向上と企業価値の増大に貢献することを高めることを目的としております。

 

１　本制度の概要
本制度は、当社が設定する信託（以下、「本信託」という。）に金銭を信託し、本信託において当社普通株

式（以下、「当社株式」という。）の取得を行い、取締役等に対して、当社取締役会が定める株式交付規程に
従って付与されるポイント数に応じ、当社株式が本信託を通じて交付される株式報酬制度です。なお、取締役
等が当該株式の交付を受ける時期は、原則として取締役等の退任時となります。

 

２　信託契約の概要
　　①信託の種類　　金銭信託以外の金銭の信託(他益信託)
　　②委託者　　　　当社
　　③受託者　　　　三井住友信託銀行株式会社(再信託受託者：株式会社日本カストディ銀行)
　　④議決権行使　　信託の期間を通じて、本信託内の株式に係る議決権は行使いたしません
　　⑤信託の期間　　2019年９月～2022年８月(予定)
 

３　取締役等に取得させる予定の株式の総数
当初対象期間に対応する必要資金として2019年９月に87百万円を本信託に拠出し、株式会社日本カストディ

銀行が当社株式115,300株を取得しております。
なお、2022年３月31日現在において、当該信託口が保有する当社株式は、取締役等への支給により減少し、

108,400株であります。
 

４　本株式報酬制度による受益権及びその他の権利を受けることができる者の範囲
　取締役等のうち受益者要件を満たす者を対象とする。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
 

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数 (株) 価額の総額 (円)

当事業年度における取得自己株式 32 36,450

当期間における取得自己株式 ― ―
 

 (注) 当期間における取得自己株式には、2022年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式数は含まれておりません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 

区分
当事業年度 当期間

株式数 (株)
処分価額の総額

(円)
株式数 (株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、
会社分割に係る移転を行った
取得自己株式

― ― ― ―

その他( ― ) ― ― ― ―
     

保有自己株式数 40,533 ― 40,533 ―
 

(注) １　当期間における保有自己株式には、2022年６月１日から有価証券報告書提出日までに取得した株式数は含ま

れておりません。

２　保有自己株式数には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式は含まれておりません。

 
 

３ 【配当政策】

当社の配当政策は、業績の状況や長期的な事業発展のための内部留保の充実等を勘案しつつ、株主の皆様へは、安

定的な配当の継続とともに利益還元を積極的に行うことを基本方針としております。

当社の配当の実施については、定款にて期末配当、中間配当の他、基準日を定めて剰余金の配当をすることができ

る旨定めており、配当の決定は、取締役会の決議によって行っております。

また、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、業績と経営環境等を勘案し、１株当たり30円の配当といたしました。

　内部留保金につきましては、主として設備投資の強化に充当する予定であります。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

2022年５月18日

取締役会
277 30.0
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は経営理念に基づく事業活動を行う上で、効率的で公正な経営体制を構築し、継続的に企業価値を高めて
いくことにより株主をはじめとする全ての関係者の方の信頼に応えるため

　・透明で効率のよい経営
・迅速な意思決定
・経営チェック機能の強化
・適時適切な情報開示

をコーポレート・ガバナンスの基本方針としております。
 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

　〔会社の機関の内容及び内部統制システム整備の状況〕

　 (取締役会)

・ 取締役会は、９名の取締役で構成され、経営に関する重要事項の審議決定と業務執行状況の報告を受けており

ます。なお、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行うこととしており、取締役の員数は10名以内と定めております。

・ 取締役会の意思決定機能及び監督機能と業務執行機能を分離し、明確にすることにより、取締役会の活性化、

業務執行体制の強化及び経営効率の向上を図ることを目的として、執行役員制度を導入しております。

　(議長：松井隆幸代表取締役会長、その他構成員：蓮井肇代表取締役社長執行役員社長、西和昭取締役専務執行

役員、阿部勉取締役常務執行役員、鶴洋人取締役執行役員、伊藤惠子社外取締役、藤井春雄社外取締役、伊藤

弥生社外取締役、森理太郎取締役)
 

　 (指名・報酬委員会)

・ 役員人事・役員報酬についての透明性・公正性・適時性を確保し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るこ

とを目的に取締役会の諮問機関として、指名・報酬委員会を設置しています。

・ 指名・報酬委員会では、当社の役員報酬体系についての経営案につき、独立性、客観性の観点から慎重に検討

のうえ、適切な助言・意見陳述を行い、取締役会は斯かる指名・報酬委員会の助言・意見を参考に、個別の報

酬を決定します。

社長作成の役員人事の原案については、独自に定めた「選任基準」に照らし、指名・報酬委員会において、選

任に係る透明性・公正性・適時性を確認のうえ、妥当性・合理性を評価します。

　 取締役会は、指名・報酬委員会の評価を参考にして、役員人事を決議します。また、後継者人事に関しても指

名・報酬委員会において、選定に係る透明性・公正性・適時性を確認のうえ、妥当性・合理性を評価します。

　 取締役会は、指名・報酬委員会の評価を参考にして、後継者人事を決議します。

 (議長：松井隆幸代表取締役会長、その他構成員：蓮井肇代表取締役社長執行役員社長、伊藤惠子社外取締役、

藤井春雄社外取締役、伊藤弥生社外取締役)
 

(経営会議)

・ 経営会議は、執行役員社長を議長とし、業務を執行する役員及び常勤監査役ならびに社長が指名する者で構成

され、経営戦略に関する事項ならびに取締役会に付議する重要事項等について適宜審議を行っております。

　(議長：蓮井肇代表取締役社長執行役員社長、その他構成員：松井隆幸代表取締役会長、根来悟執行役員副社

長、西和昭取締役専務執行役員、阿部勉取締役常務執行役員、松田雄二常務執行役員、鶴洋人取締役執行役

員、戸村昇執行役員、梶木泰志執行役員、澤木忠理事、鶴巻昌之理事、川島淳常勤監査役、奥薗泰弘常勤監査

役)
 

 (監査役会)

・ 監査役制度を採用し、社外監査役２名を含めた４名の監査役で監査役会は構成されております。常勤監査役は

経営会議に出席するほか、社外監査役と共に取締役会に出席し、取締役の職務の執行を監査しております。

・ 監査役会は、必要に応じ随時開催し監査計画の立案や監査業務の分担など監査に関する重要事項について協

議・決議を行っております。また、監査役は取締役との意見交換会を設けて相互認識を深めております。

・ 監査役監査の補助使用人は、監査役の業務の必要性に応じて設けます。

　(議長：川島淳常勤監査役、その他構成員：奥薗泰弘常勤監査役、若松昭司社外監査役、松林恵子社外監査役)
 

(各種委員会)

・ 経営会議の諮問機関として各種委員会を設置し、業務執行における機動的かつ的確な意思決定を確保しており

ます。経営会議の諮問機関として設置している委員会には、当社が社会的責任を遂行するための重要方針、コ

ンプライアンス体制の整備などを審議する内部統制委員会をはじめ各種委員会があり、取締役もしくは執行役

員を委員長として組成し、必要に応じて随時開催しております。
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(内部統制委員会)

・ 内部統制委員会では「内部統制システムに関する基本方針」(取締役会決議)に基づき、内部統制の目的の一つ

である業務の有効性及び効率性を確保するために必要な施策の実施について審議するとともに、内部統制シス

テムの運用状況についてモニタリングを行っております。その結果を取締役会へ報告することにより、適切な

内部統制システムの構築・運用に努めております。

・ 当社は「内部統制システムに関する基本方針」を多年度に亘る継続的な取り組みの基本方針と捉え、毎事業年

度に見直しを行うとともに、「内部統制システムに関する基本方針」に沿って、次の事項を明確にし、内部統

制システムの整備・運用の充実を図っております。

・コンプライアンス関係は、行動規範となる「企業行動憲章」を定め周知徹底を図るとともに、役員、社員及

び子会社幹部等に対するコンプライアンス教育を継続的に実施し、個人及び組織のコンプライアンスの向上

を図っております。

・当社の子会社の業務の適正を確保するための体制整備状況については、関係会社管理規程及び関係会社業務

決裁基準に基づき、経営企画部が所管部署となり、業務執行の適正性を監督するとともに、重要事項に関し

ては当社の事前承認又は当社への報告を義務付けております。

　(委員長：根来悟執行役員副社長、その他構成員：西和昭取締役専務執行役員、阿部勉取締役常務執行役員、鶴

洋人取締役執行役員、梶木泰志執行役員、佐藤耕一郎理事、澤木忠理事、鶴巻昌之理事　他３名)

 
③　企業統治に関するその他の事項等

ａ　取締役の選任決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する

株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。
 

ｂ　株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

　これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。
 

ｃ　株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

当社は、利益状況に適した配当の水準及び時期ならびに適正な資本政策を機動的に決定するため、剰余金の

配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがある場合を除き、取締役会の決

議によるものとしております。
 

ｄ　役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、当該保険

により被保険者が負担することとなる法律上の損害賠償金や争訟費用等の損害を填補することとしておりま

す。なお、故意または重過失に起因する損害賠償請求は当該保険契約により填補されないこととしておりま

す。

当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社の取締役、監査役ならびに執行役員の全員であり、その保険

料の９割を当社が負担しております。なお、当社は、任期の途中である2022年10月に当該保険契約を同様の内

容で更新する予定であります。
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④　当社のコーポレート・ガバナンス体制

当社のコーポレート・ガバナンス体制は以下のとおりであります。
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(2) 【役員の状況】

①　役員一覧

　　 男性10名　女性3名　（役員のうち女性の比率23.1％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

代表取締役

会長
松　井　隆　幸 1956年５月22日生

1979年４月 三井道路株式会社入社

2006年４月 当社北海道支店製品部長

2009年６月 当社工事本部製品部長

2010年４月 当社企画・管理本部経営企画

部長

2011年４月 当社執行役員、工事本部副本

部長、購買部長

2012年４月 当社九州支店長

2013年４月 当社常務執行役員

2014年４月 当社専務執行役員、営業本部

長

2014年６月 当社取締役

2015年４月 当社代表取締役社長、執行役

員社長

2021年４月 当社代表取締役会長(現任)

(注)１ 13

代表取締役

社長

 執行役員社長

蓮　井　　　肇 1966年12月17日生

1989年４月 三井道路株式会社入社

2015年４月 当社関東支店営業部長

2017年４月 当社関東支店副支店長

2018年４月 当社執行役員、中部支店長

2020年４月 当社常務執行役員、工事本部

長、安全統括、安全環境部担

当

2020年６月 当社取締役

2021年４月 当社代表取締役社長(現任)、

執行役員社長(現任)

(注)１ 5

取締役

専務執行役員

営業本部長

技術研究所担当

西　　　和　昭 1958年８月９日生

1983年４月 住建道路株式会社入社

2008年７月 当社九州支店営業部長

2013年４月 当社中部支店副支店長

2014年４月 当社九州支店長

2015年４月 当社執行役員、九州支店長

2017年４月 当社営業本部長(現任)

2017年６月 当社取締役(現任)

2018年４月 当社常務執行役員、技術研究

所担当(現任)

2021年４月 当社専務執行役員(現任)

(注)１ 6
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

取締役

常務執行役員

管理本部長

阿　部　　　勉 1958年９月24日生

1982年４月 三井建設株式会社入社

2003年４月 三井住友建設株式会社管理本

部財務部財務管理課長

2009年７月 同社横浜支店管理部長

2011年４月 同社関連事業部長

2011年６月 当社監査役

2015年４月 三井住友建設株式会社関連事

業部部長

2016年６月 当社取締役(現任)、執行役

員、企画・管理本部副本部

長、総務部長

2017年４月 当社管理本部副本部長

2019年４月 当社常務執行役員(現任)、管

理本部長(現任)

(注)１ 4

取締役

執行役員

工事本部長

 安全統括

 安全環境部担当

鶴　　　洋　人 1963年８月８日生

1982年４月 三井道路株式会社入社

2010年４月 当社九州支店工事部長

2012年４月 当社北海道支店工事部長

2014年４月 当社中部支店副支店長

2015年４月 当社九州支店副支店長

2017年４月 当社九州支店長

2018年４月 当社執行役員(現任)

2021年４月 当社工事本部長(現任)、安全

統括(現任)、安全環境部担当

(現任)

2022年６月 当社取締役(現任)

(注)１ 6

取締役 伊　藤　惠　子 1950年４月９日生

1975年４月 東京都目黒区役所入所

1978年４月 弁護士登録(東京弁護士会)

1986年１月 東京四谷法律事務所入所(現

任)

2015年６月 当社取締役(現任)

(注)１ ―

取締役 藤　井　春　雄 1949年５月12日生

1974年４月 全国信用金庫連合会入会

1996年５月 同会松江支店長

1998年４月 同会事業法人部長

2002年６月 信金中央金庫理事、事業法人

部長

2003年４月 同庫理事、大阪支店長

2005年６月 同庫理事、信用金庫部長

2007年６月 株式会社しんきん信託銀行取

締役社長

2013年６月 同行取締役社長退任

2016年６月 当社取締役(現任)

(注)１ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

取締役 伊　藤　弥　生 1964年3月1日生

1986年４月 日本電信電話株式会社入社

1988年７月 株式会社ＮＴＴデータ転籍

2008年４月 同社公共システム事業本部ビ
ジネス企画推進室長

2016年４月 日本マイクロソフト株式会社
入社、同社エンタープライズ
パートナー営業統括本部シニ
アビジネスデベロップメント
マネージャー

2017年２月 ヤマトホールディングス株式
会社入社、同社デジタルイノ
ベーション推進部長

2018年４月 同社ＩＴ戦略部長

2019年５月 ユニゾホールディングス株式
会社入社、同社常務執行役員
経営企画所掌

2020年６月 同社顧問

2020年11月 ＳＧシステム株式会社入社

2021年４月 同社執行役員(現任)、経営企
画担当(現任)

2021年６月 株式会社カナデン社外取締役
(現任)

2021年６月 当社取締役(現任)

(注)１ ―

取締役 森　　　理太郎 1959年10月10日生

1982年４月 三井建設株式会社入社

2012年４月 三井住友建設株式会社土木本
部土木営業部長

2017年４月 同社北海道支店長

2018年４月 同社執行役員、土木本部副本
部長(現任)

2018年６月 当社取締役(現任)

2019年４月 三井住友建設株式会社常務執
行役員(現任)、営業部門統括
(現任)

2020年10月 三井住友建設鉄構エンジニア
リング株式会社取締役(現任)

2021年６月 ファイベックス株式会社取締
役(現任)

(注)１ ―

監査役

（常勤）
川　島　　　淳 1953年８月２日生

1977年４月 三井建設株式会社入社

2006年４月 三井住友建設株式会社首都圏

住宅建設事業部総務部長

2007年４月 同社東京建築支店営業管理部

長

2009年４月 同社建築営業本部建築営業管

理部長

2010年４月 当社企画・管理本部総務部長

2013年４月 当社執行役員、企画・管理本

部副本部長

2013年６月 当社取締役

2016年６月 当社常勤監査役（現任）

(注)２ 5

監査役

（常勤）
奥　薗　泰　弘 1956年２月17日生

1979年４月 住友建設株式会社入社

2004年１月 当社監査部長

2009年６月 当社関東支店事務部長

2010年４月 当社監査部長

2019年４月 当社監査部付

2019年６月 当社常勤監査役（現任）

(注)２ 1
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有

株式数

(千株)

監査役 若　松　昭　司 1953年10月５日生

1983年９月 監査法人太田哲三事務所入所

1987年３月 公認会計士登録

1997年７月 太田昭和監査法人社員

2003年７月 新日本監査法人代表社員

2006年５月 同法人理事

2008年８月 新日本有限責任監査法人経営

専務理事

2010年８月 同法人シニアパートナー

2016年６月 同法人退職

若松公認会計士事務所開設

2016年６月 当社監査役(現任)

2021年６月 住友金属鉱山株式会社社外監

査役(現任)

(注)２ ―

監査役 松　林　恵　子 1958年11月26日生

1983年７月 国税不服審判所審判部大蔵事

務官

2011年７月 品川税務署副署長

2013年７月 東京国税局調査第一部特別国

税調査官

2015年７月 東京国税局調査第二部統括国

税調査官

2016年７月 本郷税務署長

2017年７月 東京国税局総務部厚生課長

2018年７月 緑税務署長

2019年７月 定年退職

2019年８月 松林恵子税理士事務所開設

2020年６月 当社監査役(現任)

2021年９月 株式会社フルヤ金属社外取締

役(現任)

(注)２ ―

計 43
 

(注) １　各取締役の任期は、2022年３月期に係る定時株主総会終結の時から2023年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

２　各監査役の任期は、2020年３月期に係る定時株主総会終結の時から2024年３月期に係る定時株主総会終結の
時までであります。

３　取締役伊藤惠子、藤井春雄及び伊藤弥生の各氏は、社外取締役であります。
４　監査役若松昭司及び松林恵子の各氏は、社外監査役であります。
５　2022年６月29日現在の執行役員は、次のとおりであります。（※は取締役兼務者であります。）

役　　　　名 氏　　　名 職　　　　　　名

※ 執行役員社長 蓮　井　　　肇  

 執行役員副社長 根　来　　　悟 監査部担当兼経営企画部担当兼製品部担当兼管理本部管掌

※ 専務執行役員 西　　　和　昭 営業本部長兼技術研究所担当

※ 常務執行役員 阿　部　　　勉 管理本部長

 常務執行役員 松　田　雄　二 関東支店長

※ 執行役員 鶴　　　洋　人 工事本部長兼安全統括兼安全環境部担当

 執行役員 戸　村　　　昇 開発環境事業部長

 執行役員 武　藤　政　浩 東北支店長

 執行役員 平　井　克　政 北海道支店長

 執行役員 桝　内　浩　行 九州支店長

 執行役員 若　宮　　　靖 関西支店長兼管理部長

 執行役員 梶　木　泰　志 経営企画部長
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②　社外役員の状況

当社は社外取締役を３名選任するとともに監査役会を設置し、社外監査役２名を選任しております

社外取締役伊藤惠子氏は、弁護士であり、弁護士としての専門的な知識と幅広い経験を当社の経営に活かして

いただいており、当社は、同人を独立役員として株式会社東京証券取引所に届出しております。社外取締役藤井

春雄氏は、長年にわたり金融業及び経営の経験を重ねてきており、財務、会計及び経営に関する豊富な知識、経

験を当社の経営に活かしていただいており、当社は、同人を独立役員として株式会社東京証券取引所に届出して

おります。社外取締役伊藤弥生氏は、長年にわたる民間企業勤務におけるＩＴ戦略を中心とした豊富な知識と経

験を当社の経営に活かしていただいており、当社は、同人を独立役員として株式会社東京証券取引所に届出して

おります。

また、当社は、業務執行を行なわない取締役との間に責任限定契約を締結できる旨を定款に定めており、各氏

とは、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

社外監査役若松昭司氏は、長年にわたり公認会計士として企業会計に携わっており、財務、会計における専門

的な知識と豊富な経験によって、客観的かつ公正な立場から適切な監査を行っていただいており、当社は同人を

独立役員として株式会社東京証券取引所に届出しております。社外監査役松林恵子氏は、長年にわたる国税局勤

務における税務分野の知識と豊富な経験によって、客観的かつ公正な立場から適切な監査を行っていただいてお

り、当社は、同人を独立役員として株式会社東京証券取引所に届出しております。

また、当社は、監査役との間に責任限定契約を締結できる旨を定款に定めており、両氏とは、会社法第423条第

１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

なお、当社は、社外役員の独立性に関する基準または方針を特に定めておりませんが、選任にあたっては株式

会社東京証券取引所の定める要件等を参考にしております。

各社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係はありませ

ん。

 

③　社外取締役または社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに

内部統制部門との関係

　  ａ 内部監査の状況につきましては、監査部担当役員が定期的に社外取締役及び社外監査役が出席する取締役会で

報告しております。

　　 ｂ 内部監査を担当する監査部は、社外監査役を含む監査役全員に対して、定期的に内部監査の状況を報告し、助

言を得ております。

　　 ｃ 社外取締役は、経営会議の諮問機関である内部統制委員会に出席し、内部統制システムの整備・運用状況につ

いて審議に参加しております。内部統制委員会で審議した結果をもって、監査部担当役員が定期的に社外取締

役及び社外監査役が出席する取締役会で、内部統制シテスムの整備・運用状況について報告しております。

　　 ｄ 社外監査役を含む監査役全員は、監査法人から定期的に会計監査の状況について報告を受け、意見交換を行っ

ております。
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(3) 【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　　当社は監査役会設置会社であり、必要に応じて随時監査役会を開催しております。

　　監査役会は４名の監査役（うち、社外監査役２名）で構成され、適切な経験・能力及び必要な財務・会計・法

律に関する知識を有する者が選任されております。

　　当事業年度においては、監査役会を11回開催しており、個々の監査役の出席状況は以下のとおりであります。
 

役　　職 氏　　名 　 出席状況（出席率）

常勤監査役 川　島　　　淳 11回／11回 （100％）

常勤監査役 奥　薗　泰　弘  11回／11回 （100％）

社外監査役 若　松　昭　司 11回／11回 （100％）

社外監査役 松　林　恵　子 11回／11回 （100％）
 

 
　　監査役会においては、各監査役の業務分担を定め、当社のコーポレート・ガバナンスや内部統制システムの整

備・運用、会計監査人の評価などを主な検討事項として審議しております。

　　常勤監査役の主な活動としては、監査役会の議長を務めるとともに、重要会議への出席、重要書類の閲覧結果

や取締役、執行役員及び従業員の業務執行の状況を監査役会に報告し、社外監査役から中立的・客観的な意見を

受けております。

　　また、監査部が行う内部統制の執行状況や法令等の順守状況についての監査報告を定期的に受け、監査役監査

の効率的な執行を図っております。
 

②　内部監査の状況

内部監査は、監査部（人員２名）が、内部統制監理室と連携して内部統制の執行状況や法令等の順守状況につ

いて業務監査を行い、監視機能の充実を図っております。
 

③　会計監査の状況

ａ　監査法人の名称

　EY新日本有限責任監査法人

 
ｂ　継続監査期間

 1996年３月期以降

　(注) 上記記載の期間は、調査が著しく困難であったため、当社が株式上場した以降の期間について調査し

た結果について記載したものであり、継続監査期間はこの期間を超える可能性があります。
 

ｃ　業務を執行した公認会計士

 指定有限責任社員 　業務執行社員 福　本　千　人

 指定有限責任社員 　業務執行社員 中　原　義　勝
 

　※継続監査年数については、業務執行社員の全員が７年以内であるため記載を省略しております。
 

ｄ　監査業務に係る補助者の構成

　監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、公認会計士試験合格者等14名であります。
 

ｅ　監査法人の選定方針と理由

　 当社においては、監査役会が、経営執行部門と連携して、会計監査人の独立性及び審査体制その他の会計監

査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制の整備・運用状況を注視しつつ、職務を適切に
遂行するうえで支障があると認められる場合には、会計監査人の解任または不再任に関する株主総会の議案の
内容を決定し、取締役が当該議案を株主総会に提出する方針であります。

　 また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目のいずれかに該当すると判断されるときは、監査

役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任する方針であります。この場合、監査役会が選定した監
査役は、解任後最初に招集される株主総会において、解任の旨及びその理由を報告します。

　 監査役会は、この方針に基づき、2021年度の会計監査人の状況につき、

 ・ 年間の会計監査人監査の相当性及び職務遂行の適正確保体制の確認

 ・ 経営執行部門及び監査役との連携・協調の適切性の確認

 ・ 年度の監査における問題点等

　について評価を実施し、会計監査人の再任または不再任について審議いたしました。審議の結果、監査役全員
が2022年度の会計監査人について、EY新日本有限責任監査法人を再任することを異議なく決定いたしました。

 
ｆ　監査役及び監査役会による監査法人の評価
　 監査役会は、会計監査人であるEY新日本有限責任監査法人が行った2021年度の監査手続きの内容等を評価い

たしました。評価の結果、同監査法人の監査手続きの内容等は適正であると判断しました。
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④　監査報酬の内容等

ａ　監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 43 ― 45 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 43 ― 45 ―
 

 
ｂ　監査公認会計士等と同一のネットワークに対する報酬(ａ.を除く)
　該当事項はありません。

 
ｃ　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容
　該当事項はありません。

 

ｄ　監査報酬の決定方針

　該当事項はありません。
 

 ｅ　監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、監査計画に

おける監査時間及び監査報酬の推移ならびに過年度の監査計画と実績の状況を確認し、報酬額の見積りの妥当性

を検討した結果、会計監査人の報酬等につき同意を行っております。

 
(4) 【役員の報酬等】

①　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項
当社の役員報酬に関しましては、取締役会において基本方針を決定しております。取締役の報酬は企業価値の

持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益に連動した報酬体系とし、個々の取締役
の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針としております。具体的には業務執
行取締役の報酬は、固定報酬としての基本報酬及び株式報酬により構成し、監督機能を担う社外取締役について
は、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととしております。
また、当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責に応じて他社水準、当社の業績、従業員

給与水準等をも考慮しながら、総合的に勘案し、取締役会の諮問機関である指名・報酬委員会の協議を経て、取
締役会の決議により決定するものとしております。また、監査役の報酬は監査役会の協議により決定しておりま
す。
2021年６月29日開催の第74期定時株主総会決議による報酬限度額は、取締役の報酬額を年額160百万円以内（う

ち社外取締役分は年額30百万円以内）、監査役の報酬額を年額50百万円以内となっております。また、2019年６
月27日開催の第72期定時株主総会での決議により、報酬等の別枠で当社の取締役（社外取締役を除く）に対し
て、信託を用いた株式報酬制度を導入しております。

 

②　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
取締役会において代表取締役社長蓮井肇に取締役の個人別の報酬額の具体的内容の決定を委任する旨の決議を

しております。その権限の内容は、各取締役の役位、職責に応じて他社水準、当社業績、従業員給与水準等を考
慮した基本報酬額の決定であり、権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の職務評価を行
うには代表取締役社長が最も適しているからであります。その決定につきましては、取締役会はその内容が決定
方針に沿うものであると判断しております。

 

③　役員区分ごとの報酬等の総額

役員区分
報酬等の総額 報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる

役員の員数
(名)(百万円) 固定報酬 株式報酬 その他

取締役
107 95 11 ― 5

(社外取締役を除く)

監査役
23 23 ― ― 2

(社外監査役を除く)

社外取締役 18 18 ― ― 3

社外監査役 13 13 ― ― 2
 

（注）１　使用人兼務取締役（２名）の使用人給与相当額は上表支給額とは別枠であり、その額は13百万円で
あります。

２　取締役９名のうち１名は無報酬であります。
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(5) 【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

「保有目的が純投資目的である投資株式」とは、専ら株式の価値の変動または株式に係る配当によって利益を

受けることを目的に保有する株式であり、それ以外の目的で保有する株式は「保有目的が純投資目的以外の目的

である投資株式」に区分しております。

 
②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

ａ　保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の

内容

　　　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の中で、金融商品取引所に上場されている株式の保有はあ

りません。今後、保有する必要が生じる場合は、保有目的が適切か、保有に伴う便益やリスクが資本コストに

見合っているか等を具体的に精査し、保有の適否を検証いたします。

 
ｂ　銘柄数及び貸借対照表計上額

 銘柄数 貸借対照表計上額の合計額

非上場株式 5銘柄 7百万円
 

 
ｃ　特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額に関する情報

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)に

準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)によ

り作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2021年４月１日から2022年３月31日

まで)の連結財務諸表及び事業年度(2021年４月１日から2022年３月31日まで)の財務諸表についてEY新日本有限責任

監査法人により監査を受けております。

 

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、適確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構に加入

し、各種セミナーに参加しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 10,677 9,663

  受取手形・完成工事未収入金等 9,196 ※4,5  10,313

  製品 0 0

  販売用不動産 2 ―

  未成工事支出金 818 ※3  74

  材料貯蔵品 147 176

  その他 355 88

  貸倒引当金 △1 △2

  流動資産合計 21,195 20,314

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物 3,586 3,778

   機械及び装置 6,078 6,119

   土地 ※2  2,760 ※2  2,762

   建設仮勘定 264 14

   その他 465 456

   減価償却累計額 △7,917 △7,681

   有形固定資産合計 5,238 5,450

  無形固定資産 86 81

  投資その他の資産   

   破産更生債権等 8 7

   繰延税金資産 769 634

   その他 ※1  279 ※1  234

   貸倒引当金 △29 △29

   投資その他の資産合計 1,027 848

  固定資産合計 6,352 6,379

 資産合計 27,548 26,693
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 5,633 5,858

  電子記録債務 4,605 4,261

  リース債務 25 7

  未払法人税等 543 206

  未成工事受入金 740 ※6  178

  完成工事補償引当金 7 5

  賞与引当金 4 4

  工事損失引当金 ― ※3  1

  その他 1,312 1,110

  流動負債合計 12,872 11,632

 固定負債   

  再評価に係る繰延税金負債 ※2  285 ※2  285

  株式報酬引当金 36 57

  退職給付に係る負債 1,705 1,611

  資産除去債務 97 123

  その他 8 12

  固定負債合計 2,132 2,090

 負債合計 15,005 13,722

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,329 1,329

  資本剰余金 1,570 1,570

  利益剰余金 9,607 10,013

  自己株式 △105 △102

  株主資本合計 12,401 12,810

 その他の包括利益累計額   

  土地再評価差額金 ※2  178 ※2  178

  退職給付に係る調整累計額 △37 △17

  その他の包括利益累計額合計 141 161

 純資産合計 12,543 12,971

負債純資産合計 27,548 26,693
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 33,796 ※6  31,535

売上原価 29,739 ※1  28,323

売上総利益 4,057 3,212

販売費及び一般管理費 ※2,3  2,232 ※2,3  2,279

営業利益 1,824 933

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 1 2

 受取地代家賃 5 4

 鉄屑処分収入 4 9

 その他 6 7

 営業外収益合計 18 23

営業外費用   

 支払利息 0 0

 支払保証料 13 6

 その他 0 0

 営業外費用合計 14 8

経常利益 1,827 949

特別利益   

 固定資産売却益 ※4  11 ※4  8

 特別利益合計 11 8

特別損失   

 固定資産除却損 ※5  31 ※5  35

 関係会社株式売却損 7 ―

 特別損失合計 39 35

税金等調整前当期純利益 1,800 922

法人税、住民税及び事業税 610 185

法人税等調整額 △10 109

法人税等合計 599 295

当期純利益 1,200 627

非支配株主に帰属する当期純利益 11 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 1,188 627
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当期純利益 1,200 627

その他の包括利益   

 退職給付に係る調整額 71 19

 その他の包括利益合計 ※1  71 ※1  19

包括利益 1,271 646

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 1,260 646

 非支配株主に係る包括利益 11 ―
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 2020年４月１日　至 2021年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,329 1,570 8,658 △107 11,450

当期変動額      

剰余金の配当   △240  △240

親会社株主に帰属する

当期純利益
  1,188  1,188

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分    2 2

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 948 2 950

当期末残高 1,329 1,570 9,607 △105 12,401
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
土地再評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 178 △108 70 140 11,661

当期変動額      

剰余金の配当     △240

親会社株主に帰属する

当期純利益
    1,188

自己株式の取得     △0

自己株式の処分     2

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
 71 71 △140 △69

当期変動額合計 ― 71 71 △140 881

当期末残高 178 △37 141 ― 12,543
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 当連結会計年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,329 1,570 9,607 △105 12,401

会計方針の変更による

累積的影響額
  37  37

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,329 1,570 9,644 △105 12,438

当期変動額      

剰余金の配当   △258  △258

親会社株主に帰属する

当期純利益
  627  627

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分    3 3

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
     

当期変動額合計 ― ― 368 2 371

当期末残高 1,329 1,570 10,013 △102 12,810
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
土地再評価差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 178 △37 141 ― 12,543

会計方針の変更による

累積的影響額
    37

会計方針の変更を反映した

当期首残高
178 △37 141 ― 12,580

当期変動額      

剰余金の配当     △258

親会社株主に帰属する

当期純利益
    627

自己株式の取得     △0

自己株式の処分     3

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
 19 19  19

当期変動額合計 ― 19 19 ― 391

当期末残高 178 △17 161 ― 12,971
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 1,800 922

 減価償却費 637 549

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 7 △0

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △40 △65

 賞与引当金の増減額（△は減少） △0 0

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △0 △2

 工事損失引当金の増減額（△は減少） ― 1

 株式報酬引当金の増減額（△は減少） 21 23

 受取利息及び受取配当金 △2 △2

 支払利息 0 0

 関係会社株式売却損 7 ―

 固定資産売却損益（△は益） △11 △8

 固定資産除却損 31 35

 売上債権の増減額（△は増加） 1,153 △643

 棚卸資産の増減額（△は増加） △60 53

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △273 268

 その他の固定資産の増減額（△は増加） △79 37

 仕入債務の増減額（△は減少） △122 △118

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 16 △318

 その他の流動負債の増減額（△は減少） △113 △66

 その他 18 41

 小計 2,989 707

 利息及び配当金の受取額 2 2

 利息の支払額 △0 △0

 法人税等の支払額 △561 △515

 営業活動によるキャッシュ・フロー 2,429 195

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △708 △879

 有形固定資産の売却による収入 11 8

 有形固定資産の除却による支出 △14 △43

 無形固定資産の取得による支出 △4 △6

 資産除去債務の履行による支出 ― △12

 連結の範囲の変更を伴う関係会社株式の売却による支出 ※2  △39 ―

 その他 3 2

 投資活動によるキャッシュ・フロー △752 △930
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △28 △20

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △239 △257

 財務活動によるキャッシュ・フロー △267 △278

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,409 △1,014

現金及び現金同等物の期首残高 9,267 10,677

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  10,677 ※1  9,663
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。
 

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項
　　すべての子会社を連結しております。子会社は、三道工業㈱の1社であります。
 

２　持分法の適用に関する事項
　　該当事項はありません。
 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項
　　連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。
 

４　会計方針に関する事項
　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　 ① 有価証券

満期保有目的の債券
　償却原価法(定額法)
その他有価証券
　市場価格のない株式等
　　移動平均法による原価法

　　 ② 棚卸資産
製品
　総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
販売用不動産
　個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
未成工事支出金
　個別法による原価法
材料貯蔵品
　総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
 

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　 ① 有形固定資産(リース資産を除く)

　当社は定額法、連結子会社は建物は定額法、建物以外は主として定率法（ただし、2016年４月１日以降に取
得した建物附属備品及び構築物は定額法）によっております。

　　 ② 無形固定資産(リース資産を除く)
　ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　　 ③ リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
 

　(3) 重要な引当金の計上基準
　　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権
については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　　 ② 完成工事補償引当金
　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上してお
ります。

　　 ③ 賞与引当金
　従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。

　　 ④ 工事損失引当金
　当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損
失見込額を計上しております。

 　　⑤ 株式報酬引当金
　当社は、株式交付規程に基づく役員への当社株式の給付等に備えて当連結会計年度末における株式給付債務
の見込額に基づき計上しております。
 

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法
　　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。

　　 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理することとしております。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用
処理しております。

　　 ③ 小規模企業等における簡便法の採用
　連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退
職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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　(5) 重要な収益及び費用の計上基準
　 　① 建設事業

　建設事業においては、主に工事請負契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわたり履
行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定
は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っ
ております。

　　 ② 製造・販売事業
　製造・販売事業においては、アスファルト合材の製造及び販売を行っております。このような製品の販売に
ついては、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。

 
　(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資からなっております。
 

　(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項
 　　  関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

 　建設事業及び製造・販売事業の共同企業体(ＪＶ)に係る会計処理の方法
 　　主として構成員の出資の割合に応じて資産、負債、収益及び費用を認識する方法によっております。

 

(重要な会計上の見積り)

前連結会計年度(2021年３月31日)
工事進行基準による完成工事高の計上
１　当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　工事進行基準による完成工事高　　10,906百万円
 
２　会計上の見積りの内容に関する情報

　成果の確実性が認められる工事については、工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)により完成
工事高を計上しております。計上にあたっては、工事収益総額及び工事原価総額を合理的に見積る必要があり
ます。
　発注者との交渉の状況によって工事収益総額が変動した場合や、悪天候や大規模自然災害及び感染症等の発
生による施工の遅延、建設資材単価や労務単価等の変動、騒音や工事現場周辺環境への配慮に伴う施工状況の
変化などの想定していなかった原価の発生等により工事原価総額が変動した場合は、完成工事高及び完成工事
原価が影響を受け、当社グループの業績を変動させる可能性があります。

 
当連結会計年度(2022年３月31日)
１　当連結会計年度の売上高31,535百万円のうち、一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を計上する方法によ

り計上した完成工事高は、19,214百万円であります。
 
２　一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する方法により認識される収益は、履行義務の充足に係る進

捗度に基づき計上しており、当該進捗度は工事の総原価見積額に対する連結会計年度末までの発生原価の割合に
基づき算定しております。また、工事の進行途上における工事契約の変更、悪天候や大規模自然災害及び感染症
等の発生による施工の遅延、建設資材単価や労務単価の変動、騒音や工事現場周辺環境への配慮に伴う施工状況
の変化などの想定していなかった費用の発生等により総原価見積額が変動した場合は、工事収益及び履行義務の
充足に係る進捗度が影響を受け、当社グループの業績を変動させる可能性があります。

 
(会計方針の変更)

 (収益認識に関する会計基準の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー
ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これにより、従来は工事契約に関して、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には工事進行基

準を、この要件を満たさない工事には工事完成基準を適用してまいりましたが、当連結会計年度より履行義務を充
足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗
率の合理的な見積りが出来ない工事については、原価回収基準を適用しております。また、工期が短い工事につい
ては、原価回収基準は適用せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首
の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。また、収益認識会計基準第86項ま
た書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約
変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金
に加減しております。
　この結果、当連結会計年度の売上高は743百万円増加、売上原価は697百万円増加、営業利益、経常利益及び税金
等調整前当期純利益はそれぞれ45百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は37百万円増加してお
ります。１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
　なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法
により組替えを行っておりません。また、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結
会計年度に係る収益認識関係注記については記載しておりません。
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(表示方法の変更)

 (時価の算定に関する会計基準の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業
会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新
たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって連結貸借対照表価額とする金
融商品を保有しておらず、連結財務諸表に与える影響はありません。
また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこと

としました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年７月
４日）第７－４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては記載し
ておりません。
 

 (連結損益計算書関係)
前連結会計年度において区分掲記しておりました「営業外収益」の「保険差益金」及び「保険事務手数料」は、

営業外収益の100分の10以下となりましたため、当連結会計年度から「その他」に含めて表示することとしており
ます。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の財務諸表の組替えを行っております。
この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「保険差益金」に表示していた２百万円及び「保険事務

手数料」に表示していた２百万円は「その他」へ組み替えております。
なお、当連結会計年度の「保険差益金」は０百万円及び「保険事務手数料」は２百万円であります。
 

(追加情報)

 (新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて)
当社グループは、連結財務諸表を作成するにあたって、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りを

行っております。これらの見積りは、将来に関する一定の前提に基づいて作成しており、国内外の経済活動に多大
な影響を与える可能性のある自然災害、感染症の感染拡大等予期せぬ事象の発生により、その前提と大きく異なる
場合があります。
前連結会計年度末時点では、新型コロナウイルス感染症は収束時期の見通しが立たない状況となっており、通期

を通じて事業活動に影響するとの仮定のもと、会計上の見積りを行っておりました。今後も業績への影響は僅少で
あるとの仮定のもと、会計上の見積りを実施しております。
なお、新型コロナウイルス感染症拡大の収束時期がさらに遅れ長期化した場合には、財政状態及び経営状況も悪

化し、現在の会計上の見積りの前提と大きく異なることがあります。
 

 (役員向け株式交付信託)
当社は、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当社取締役(社外

取締役を除く。以下同じ。)、執行役員及び一定の要件を満たす者(以下総称して「取締役等」という。)に対す
る、信託を用いた株式報酬制度を導入しております。
当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」(実務対応報告第30号　2015年３月26日)に準じております。
　(１)　取引の概要

　当社が指定する信託(以下、「本信託」という。)に金銭を供託し、本信託において当社株式の取得を行い、
取締役等に対して当社取締役会が定める株式交付規程に従って付与されるポイント数に応じ、取締役等の退任
時に、当社株式が本信託を通じて交付されます。

　(２)　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により純資産の部に自己株式
として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度81百万円、108,400株であ
ります。
 

(連結貸借対照表関係)

※１　担保資産及び担保付債務
　　　下記の資産は、宅地建物取引業法に基づく営業保証金として担保に供しております。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

　その他(長期保証金) 10百万円 10百万円
 

 
※２　「土地の再評価に関する法律」(1998年３月31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正

する法律」(2001年３月31日改正)に基づき、事業用土地の再評価を行い、当該評価差額のうち法人税その他の利益
に関連する金額を課税標準とする税金に相当する金額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、
当該繰延税金負債を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　　2001年３月31日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法

 「土地の再評価に関する法律施行令」(1998年３月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める地価税法(1991
年法律第69号)第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官
が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

再評価を行った土地の期末における
時価と再評価後の帳簿価額との差額

△675百万円 △720百万円
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※３　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており
ます。

　　　工事損失引当金に対応する未成工事支出金の額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

 ―百万円 1百万円
 

 

※４　受取手形・完成工事未収入金等のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度
(2022年３月31日)

受取手形 1,832百万円

完成工事未収入金・売掛金 6,173
 

 

※５　受取手形・完成工事未収入金等のうち、契約資産の金額は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度
(2022年３月31日)

完成工事未収入金 2,307百万円
 

 

※６　未成工事受入金のうち、契約負債の金額は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度
(2022年３月31日)

未成工事受入金 178百万円
 

 

(連結損益計算書関係)

※１　完成工事原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

 ―百万円  1百万円
 

 

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

　従業員給料手当 1,079百万円 1,080百万円

　退職給付費用 53 55 
 

 

※３　研究開発費
　一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

 66百万円 69百万円
 

 

　なお、前連結会計年度及び当連結会計年度の製造費用に含まれている研究開発費はありません。
 

※４　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

　建物・構築物 0百万円 ―百万円

　機械及び装置 1 8

　土地 9 ―

　その他 0 ―

　計 11 8
 

 

※５　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

　建物・構築物 29百万円 11百万円

　機械及び装置 2 22

　その他 0 0

　計 31 35
 

 

※６　顧客との契約から生じる収益
　　　　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。顧客と

の契約から生じる収益の金額は、連結財務諸表「注記事項　セグメント情報　３　報告セグメントごとの売上
高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報並びに収益の分解情報」に記載しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

退職給付に係る調整額   

　当期発生額 70百万円 6百万円

　組替調整額 31 21

　　税効果調整前 102 28

　　税効果額 △31 △8

　　退職給付に係る調整額 71 19

        その他の包括利益合計 71 19
 

 
(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　(株) 9,277,500 ― ― 9,277,500
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　(株) 155,763 38 2,900 152,901
 

 (注) 当連結会計年度末における普通株式の自己株式数には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式112,400株が

含まれております。

　 (変動事由の概要)

　　　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　単元未満株式の買取による増加　　　　　　    38株

　　　　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　取締役等への株式報酬制度「株式交付信託」　2,900株

　　　   から取締役等への支給による減少
 

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。
 

４　配当に関する事項

   (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2020年５月19日
取締役会

普通株式 240 26.0 2020年３月31日 2020年６月29日
 

 

   (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年５月19日
取締役会

普通株式 258 利益剰余金 28.0 2021年３月31日 2021年６月30日
 

(注) １．配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保

有する当社株式112,400株に対する配当金3,147,200円が含まれております。

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日付でＪＣＴホールディングス株式会社及び

資産管理サービス信託銀行株式会社と合併し、株式会社日本カストディ銀行に商号変更しております。
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当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　(株) 9,277,500 ― ― 9,277,500
 

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式　　　(株) 152,901 32 4,000 148,933
 

 (注) 当連結会計年度末における普通株式の自己株式数には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式108,400株が

含まれております。
　 (変動事由の概要)

　　　 増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　　　　単元未満株式の買取による増加　　　　　　    32株

　　　　減少数の内訳は、次のとおりであります。
　　　　　取締役等への株式報酬制度「株式交付信託」　4,000株
　　　   から取締役等への支給による減少
 

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

   (1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年５月19日
取締役会

普通株式 258 28.0 2021年３月31日 2021年６月30日
 

(注) 配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有

する当社株式112,400株に対する配当金3,147,200円が含まれております。
 

   (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2022年５月18日
取締役会

普通株式 277 利益剰余金 30.0 2022年３月31日 2022年６月30日
 

(注) 配当金の総額には、「役員向け株式交付信託」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有

する当社株式108,400株に対する配当金3,252,000円が含まれております。

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりでありま
す。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

　現金預金 10,677百万円 9,663百万円

　現金及び現金同等物 10,677 9,663
 

 

※２　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳
前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)
　当連結会計年度において、株式の売却により、雁部建設株式会社が連結子会社でなくなったことに伴う売却時の
資産及び負債の内訳ならびに売却価額と売却による支出は次のとおりであります。

　流動資産 481百万円

　固定資産 45

　流動負債 △212

　固定負債 ―

　非支配株主持分 △152

　株式の売却損 △7

　　株式の売却価額 155

　同社現金及び現金同等物 △194

　　差引：売却による支出 △39
 

 
当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

　ファイナンス・リース取引

　　所有権移転ファイナンス・リース取引

 　　① リース資産の内容

　　　　有形固定資産

　　　主に製造・販売事業における生産設備(機械及び装置)であります。

　　 ② リース資産の減価償却の方法

　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。
 
　　所有権移転外ファイナンス・リース取引

 　　① リース資産の内容

　　　　有形固定資産

　　　主に建設事業における宿舎(建物)であります。

　　 ② リース資産の減価償却の方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 
(金融商品関係)

１　金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定し、資金調達は短期の銀行借入によっておりま
す。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスクならびに管理体制
営業債権である受取手形・完成工事未収入金等は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに

関しては、受注審査規程による与信審査及び与信残高の管理等によってリスクの低減を図っております。
営業債務である支払手形・工事未払金等及び電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。
法人税、住民税(都道府県民税及び市町村民税をいう。)及び事業税の未払額である未払法人税等は、その

ほぼ全てが２ヶ月以内に納付期限が到来するものであります。
　また、これら営業債務及び未払法人税等の金銭債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グルー
プでは各社が月次に資金計画を作成するなどの方法により管理しております。

 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。

 
２　金融商品の時価等に関する事項
 

　前連結会計年度(2021年３月31日)
 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、現金は注記を省
略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：百万円)

 
連結貸借対照表

計上額
時　 価 差　　額

受取手形・完成工事未収入金等 9,196 9,196 ―

資　　産　　計 9,196 9,196 ―

支払手形・工事未払金等 5,633 5,633 ―

電子記録債務 4,605 4,605 ―

未払法人税等 543 543 ―

負　　債　　計 10,782 10,782 ―
 

 
　　　 (注1) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

    (単位：百万円)

 連結貸借対照表計上額

非上場株式 7
 

 

　　　 (注2) 金銭債権の連結決算日の償還予定額
　　　　　　(単位：百万円)

 １年以内
　１年超
　５年以内

　５年超
　10年以内

10年超

受取手形・完成工事未収入金等 9,196 ― ― ―

合計 9,196 ― ― ―
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　当連結会計年度(2022年３月31日)
 

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、現金は注記を省
略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(単位：百万円)

 
連結貸借対照表

計上額
時　 価 差　　額

受取手形・完成工事未収入金等 10,313 10,313 ―

資　　産　　計 10,313 10,313 ―

支払手形・工事未払金等 5,858 5,858 ―

電子記録債務 4,261 4,261 ―

未払法人税等 206 206 ―

負　　債　　計 10,325 10,325 ―
 

 
　　　 (注1) 市場価格のない株式等の連結貸借対照表計上額

     (単位：百万円)

 連結貸借対照表計上額

非上場株式 7
 

 

　　　 (注2) 金銭債権の連結決算日の償還予定額

　　　　　　(単位：百万円)

 １年以内
　１年超
　５年以内

　５年超
　10年以内

10年超

受取手形・完成工事未収入金等 10,313 ― ― ―

合計 10,313 ― ― ―
 

 
３　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに
分類しております。
レベル１の時価 ： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価 ： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価 ： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
　該当事項はありません。
 

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

           (単位：百万円)

 
時　　　　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

受取手形・完成工事未収入金等 ― 10,313 ― 10,313

資　　産　　計 ― 10,313 ― 10,313

支払手形・工事未払金等 ― 5,858 ― 5,858

電子記録債務 ― 4,261 ― 4,261

未払法人税等 ― 206 ― 206

負　　債　　計 ― 10,325 ― 10,325
 

(注)　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
受取手形・完成工事未収入金等
これらの時価は、１年以内に決済されるため、帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類
しております。

 
支払手形・工事未払金等、電子記録債務及び未払法人税等
これらの時価は、１年以内に決済されるため、帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類
しております。
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(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券
 　　 前連結会計年度(2021年３月31日)

　　　　 該当事項はありません。
 

　　　 当連結会計年度(2022年３月31日)

　　　　該当事項はありません。

 
２　その他有価証券
　　　前連結会計年度(2021年３月31日)

該当事項はありません。
 

　　　当連結会計年度(2022年３月31日)
該当事項はありません。

 
(デリバティブ取引関係)

　　前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)及び
　　当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)
　　当社グループは、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

 

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要
　当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度を設けておりま
す。連結子会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。
　連結子会社が有する退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退職給付費用を計算しておりま
す。

 
２　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(簡便法を適用した制度を除く。)

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

退職給付債務の期首残高 1,839百万円 1,696百万円
勤務費用 97 96

数理計算上の差異の発生額 △70 △6
退職給付の支払額 △169 △180

退職給付債務の期末残高 1,696 1,605
 

 
(2) 簡便法を適用した制度の退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

退職給付に係る負債の期首残高 9百万円 8百万円
退職給付費用 1 0
退職給付の支払額 △2 △3

退職給付に係る負債の期末残高 8 5
 

 
(3) 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の調整表

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

非積立制度の退職給付債務 1,705百万円 1,611百万円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,705 1,611

   
退職給付に係る負債 1,705 1,611

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 1,705 1,611
 

(注)　簡便法を適用した制度を含みます。
 

(4) 退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

勤務費用 97百万円 96百万円
数理計算上の差異の費用処理額 78 67

過去勤務費用の費用処理額 △46 △46
簡便法で計算した退職給付費用 1 0

確定給付制度に係る退職給付費用 130 119
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(5) 退職給付に係る調整額

　　退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

数理計算上の差異 149百万円 74百万円
過去勤務費用 △46 △46

合計 102 28
 

　 (注)　過去勤務費用の金額には、退職一時金制度から確定拠出金制度への一部移行に伴う組替調整額(過去勤務費

用△46百万円)が含まれております。
 
(6) 退職給付に係る調整累計額

　　退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

未認識数理計算上の差異 189百万円 114百万円
未認識過去勤務費用 △135 △89

合計 53 25
 

 
(7) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　　主要な数理計算上の計算基礎(加重平均で表しております。)

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

割引率 0.0％ 0.0％
予想昇給率 3.6 3.7

 

 
３　確定拠出制度

 
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

当社の確定拠出制度への要拠出額 79百万円 80百万円
 

 
(ストック・オプション等関係)

　　前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)及び
　　当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)
　　当社グループは、ストック・オプション等を行っておりませんので、該当事項はありません。

 
(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

繰延税金資産   

　販売用不動産評価減 12百万円 7百万円

　貸倒引当金 9 9

　減損損失 33 32

　資産除去債務 29 37

　未払費用 203 113

　退職給付に係る負債 522 493

　その他 53 45

繰延税金資産小計 864 739

評価性引当額 △89 △88

繰延税金資産合計 774 650

   
繰延税金負債   
　資産除去債務に対応する除去費用 5 13

　その他 ― 2

繰延税金負債合計 5 16

繰延税金資産の純額 769 634
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

法定実効税率 30.6％ 30.6％

（調整）   
　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.4 1.0

　住民税均等割 1.8 3.5

　税額控除 △0.3 △2.7

　評価性引当額 △0.8 △0.1

　連結除外による影響額 1.7 ―

　その他 △0.1 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.3％ 32.0％
 

 
(企業結合等関係)

　　前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

　事業分離
 １ 事業分離の概要

 (1) 分離先企業の名称

　　　株式会社セントラル
 

　(2) 分離した事業の内容

　　　連結子会社　: 雁部建設株式会社

　　　事業の内容　: 建設事業
 

　(3) 事業分離を行った主な理由

　　　建設ＤＸ分野に注力している株式会社セントラルの知見を雁部建設株式会社の事業に活かして、同社の業容拡
大を図り、企業価値向上を目指すためであります。

 

　(4) 事業分離日

　　　2021年３月19日
 

 (5) 法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

　　　受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡
 

 ２　実施した会計処理の概要　
 (1) 移転損益の金額

関係会社株式売却損 7百万円
 

 

 (2) 移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 481百万円

固定資産 45百万円

資産合計 526百万円

流動負債 212百万円

負債合計 212百万円
 

 

 (3) 会計処理

株式譲渡による持分の減少額と売却価額との差額を「関係会社株式売却損」として特別損失に計上しておりま
す。

 

　　 ３　分離した事業が含まれていた報告セグメント

　　　　建設事業セグメント
 

 ４　当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の額

完成工事高 521百万円

営業利益 23百万円
 

 
　　当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

　　　該当事項はありません。
 

(資産除去債務関係)

　　前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)及び
　　当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)
　　資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(賃貸等不動産関係)

　　前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)及び
　　当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)
　　　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(収益認識関係)

１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

 
２　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

 (1) 履行義務に関する情報

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項「４　会計方針に関する事項(５)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

 
　(2) 重要な支払条件に関する情報

約束された対価は履行義務の充足時点から通常短期のうちに支払いを受けており、対価の金額に重要な金融要

素は含まれておりません。

 
３　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係ならびに当連結会計年

度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関す

る情報

 (1) 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高

 
当連結会計年度

(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 百万円

受取手形 2,133

完成工事未収入金・売掛金 5,946

顧客との契約から生じた債権(期末残高)  
受取手形 1,832

完成工事未収入金・売掛金 6,173

契約資産(期首残高)  
完成工事未収入金 1,116

契約資産(期末残高)  
完成工事未収入金 2,307

契約負債(期首残高)  
未成工事受入金 740

契約負債(期末残高)  
未成工事受入金 178

 

 (注) 契約資産は、顧客との契約について期末日時点で完了している未請求の完成・引渡しに係る対価に対する当社

及び連結子会社の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条

件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。当該契約に関する対価は、支払条項に従

い請求・受領しております。

契約負債は、請負契約における顧客からの前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されま

す。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、740百万円でありま

す。また、当連結会計年度において、顧客との契約から生じた債権及び契約資産がそれぞれ増加及び契約負債

が減少した主な理由は、会計方針の変更によるものであります。

過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益の額は、23百万円

であります。

 
　(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社において、当連結会計年度末で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額は11,202百万

円であります。

未充足の履行義務に配分した取引価格は、連結会計年度末日現在、当社及び連結子会社が受注済みの契約の取

引価格のうち、同日現在において履行義務が充足していないため収益を認識していない取引価格の総額でありま

す。当該取引価格については、履行義務の充足につれて、概ね２年以内に収益が計上される見込みであります。

また、顧客との契約から生じる対価の中に取引価格に含まれていない重要な金額はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営者が経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、工事施工・製品販売などに応じて組織された部署を本店に置き、各部署は各事業に関する包括的な戦

略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社は「建設事業」及び「製造・販売事業」の２つを報告セグメントとしております。

「建設事業」は、舗装工事、土木工事及び建築工事等の施工を行っております。「製造・販売事業」は、建設

用資材の製造・販売を行っております。

 

２　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載と同

一であります。報告セグメントの利益は、連結損益計算書の売上総利益ベースの数値であります。セグメント間

の内部売上高又は振替高は、主に製造原価に基づいております。

「会計方針の変更」に記載のとおり、当連結会計年度に係る連結財務諸表から収益認識会計基準等を適用し、

収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更してお

ります。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「建設事業」の売上高が743百万円増加、セグメント

利益が45百万円増加しております。

 

３　報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報並びに収益の分解情

報

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額建設事業

製造・
販売事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 28,336 5,406 33,742 53 33,796 ― 33,796

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 1,457 1,457 ― 1,457 △1,457 ―

計 28,336 6,863 35,200 53 35,254 △1,457 33,796

セグメント利益 3,185 840 4,025 31 4,057 ― 4,057

セグメント資産 9,298 5,194 14,492 242 14,734 12,813 27,548

その他の項目        

  減価償却費 76 480 556 17 573 63 637

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

26 669 696 ― 696 79 775
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業及び不動産取引に関する

事業を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。

 (1)セグメント資産の調整額は、全社資産12,813百万円であります。全社資産の主なものは、提出会社での余資

運用資金(現金預金)及び管理部門に係る資産等であります。

 (2)減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用63百万円であります。

 (3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産79百万円

であります。
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当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

 
    (単位：百万円)

 
報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務諸
表計上額建設事業

製造・
販売事業

計

売上高        

　舗装工事 20,652 ― 20,652 ― 20,652 ― 20,652

　土木工事 5,583 ― 5,583 ― 5,583 ― 5,583

　その他 ― 5,247 5,247 52 5,300 ― 5,300

　顧客との契約から
　生じる収益

26,235 5,247 31,482 52 31,535 ― 31,535

  外部顧客への売上高 26,235 5,247 31,482 52 31,535 ― 31,535

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― 1,687 1,687 ― 1,687 △1,687 ―

計 26,235 6,934 33,169 52 33,222 △1,687 31,535

セグメント利益 2,612 571 3,184 28 3,212 ― 3,212

セグメント資産 9,831 5,206 15,037 224 15,262 11,431 26,693

その他の項目        

  減価償却費 71 409 481 17 498 50 549

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

35 613 648 0 649 106 755
 

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、売電事業及び不動産取引に関する

事業を含んでおります。

２　調整額は、以下のとおりであります。

 (1)セグメント資産の調整額は、全社資産11,431百万円であります。全社資産の主なものは、提出会社での余資

運用資金(現金預金)及び管理部門に係る資産等であります。

 (2)減価償却費の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用50百万円であります。

 (3)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資産106百万

円であります。

 

【関連情報】

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

 (１)売上高

　　　　 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

 (２)有形固定資産

　　　　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント

国土交通省 4,116 建設事業
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当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

１　製品及びサービスごとの情報

　　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２　地域ごとの情報

 (１)売上高

　　　　 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

 (２)有形固定資産

　　　　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３　主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント

国土交通省 3,688 建設事業
 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)及び

当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

　　 該当事項はありません。

 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)及び

当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

　　　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)及び

当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

　　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　　１　関連当事者との取引

　　　　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　　　　連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等の場合に限る。)等

 

　　前連結会計年度(自　2020年４月１日　至　2021年３月31日)

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
三井住友建設
株式会社

東京都
中央区

12,003 建設業
(被所有)
直接 53.9

工事の請負
舗装工事等
の請負

2,140

受取手形・
完成工事未
収入金等

654

未成工事
受入金

37
 

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
舗装工事等の請負については、工事ごとに当社見積価格を提出し交渉のうえ、一般的取引条件を勘案し、決定
しております。

 

 

　　当連結会計年度(自　2021年４月１日　至　2022年３月31日)

種類 会社等の名称 所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
三井住友建設
株式会社

東京都
中央区

12,003 建設業
(被所有)
直接 53.9

工事の請負
舗装工事等
の請負

2,345

受取手形・
完成工事未
収入金等

914

未成工事
受入金

8
 

　　取引条件及び取引条件の決定方針等
舗装工事等の請負については、工事ごとに当社見積価格を提出し交渉のうえ、一般的取引条件を勘案し、決定
しております。

　
 

　　２　親会社又は重要な関連会社に関する注記
　
　　　　　親会社情報

　　　　　　三井住友建設株式会社（東京証券取引所に上場）
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

１株当たり純資産額 1,374.67円 1,421.00円

１株当たり当期純利益 130.31円 68.73円

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

同左

 

　(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度末
(2021年３月31日)

当連結会計年度末
(2022年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額

(百万円) 12,543 12,971

普通株式に係る純資産額 (百万円) 12,543 12,971

普通株式の発行済株式数　 (株) 9,277,500 9,277,500

普通株式の自己株式数 (株) 152,901 148,933

１株当たり純資産額の算定に用
いられた普通株式の数

(株) 9,124,599 9,128,567
 

 

２　１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当連結会計年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 1,188 627

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に
帰属する当期純利益

(百万円) 1,188 627

普通株式の期中平均株式数 (株) 9,123,869 9,128,077
 

 

３　「会計方針の変更」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用しております。この結果、当
連結会計年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益はそれぞれ５円02銭増加しております。

 
４　１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上、株主資本において自己株式として計上されている

役員向け株式交付信託が保有する当社株式を期末発行済株式数及び期中平均株式数の計算において控除する

自己株式に含めております。

　 　（前連結会計年度　112,400株）（当連結会計年度　108,400株）

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 25 7 ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) ― ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) 8 12 ―
     2023年～

     2028年

その他有利子負債 ― ― ― ―

計 33 20 ― ―
 

(注) １　リース債務の平均利率の算定については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース

債務を連結貸借対照表に計上しているため、平均利率を記載しておりません。

２　リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年以内における１年ごとの返済予定額の

総額

区分
１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

リース債務 4 2 2 1
 

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期
当連結

会計年度

売上高 (百万円) 6,342 13,394 21,751 31,535

税金等調整前四半期(当期)純利益又は

税金等調整前四半期純損失(△)
(百万円) △27 29 177 922

親会社株主に帰属する四半期(当期)

純利益又は

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)

(百万円) △27 3 96 627

１株当たり四半期(当期)純利益又は

１株当たり四半期純損失(△)
(円) △3.05 0.40 10.58 68.73

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は

１株当たり四半期純損失(△)
(円) △3.05 3.45 10.17 58.15

 

(注)　１株当たり四半期(当期)純利益又は１株当たり四半期純損失の算定上、株主資本において自己株式として計上

されている役員向け株式交付信託が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含

めております。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】
           (単位：百万円)

          前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 10,664 9,652

  受取手形 ※1  2,113 ※1  1,832

  完成工事未収入金 ※1  5,893 ※1  7,444

  売掛金 ※1  1,150 1,002

  製品 0 0

  販売用不動産 2 ―

  未成工事支出金 818 74

  材料貯蔵品 147 176

  その他 355 88

  貸倒引当金 △1 △2

  流動資産合計 21,143 20,270

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 2,163 2,264

    減価償却累計額 △1,345 △1,352

    建物（純額） 818 912

   構築物 1,420 1,511

    減価償却累計額 △860 △904

    構築物（純額） 560 606

   機械及び装置 6,078 6,119

    減価償却累計額 △5,307 △5,075

    機械及び装置（純額） 771 1,043

   車両運搬具 6 15

    減価償却累計額 △5 △6

    車両運搬具（純額） 0 9

   工具器具・備品 458 440

    減価償却累計額 △397 △340

    工具器具・備品（純額） 61 100

   土地 2,760 2,762

   建設仮勘定 264 14

   有形固定資産合計 5,237 5,449

  無形固定資産   

   借地権 23 23

   ソフトウェア 33 27

   その他 29 29

   無形固定資産合計 86 81

  投資その他の資産   

   投資有価証券 7 7

   関係会社株式 20 20

   従業員長期貸付金 7 5

   破産更生債権等 8 7

   繰延税金資産 748 623

   その他 ※2  264 ※2  221

   貸倒引当金 △29 △29

   投資その他の資産合計 1,027 856

  固定資産合計 6,350 6,387

 資産合計 27,494 26,657
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           (単位：百万円)

          前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 0 ―

  電子記録債務 4,605 4,261

  工事未払金 4,355 4,498

  買掛金 1,257 1,330

  リース債務 25 7

  未払金 388 397

  未払費用 707 410

  未払法人税等 542 202

  未成工事受入金 740 178

  預り金 247 281

  完成工事補償引当金 7 5

  工事損失引当金 ― 1

  その他 40 120

  流動負債合計 12,918 11,694

 固定負債   

  リース債務 8 12

  再評価に係る繰延税金負債 285 285

  株式報酬引当金 36 57

  退職給付引当金 1,643 1,580

  資産除去債務 97 123

  その他 0 0

  固定負債合計 2,070 2,059

 負債合計 14,989 13,754

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,329 1,329

  資本剰余金   

   資本準備金 541 541

   その他資本剰余金 1,028 1,028

   資本剰余金合計 1,570 1,570

  利益剰余金   

   利益準備金 85 85

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 9,446 9,841

   利益剰余金合計 9,531 9,927

  自己株式 △105 △102

  株主資本合計 12,326 12,724

 評価・換算差額等   

  土地再評価差額金 178 178

  評価・換算差額等合計 178 178

 純資産合計 12,505 12,903

負債純資産合計 27,494 26,657
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高   

 完成工事高 27,285 25,787

 製品売上高 5,415 5,247

 売電事業売上高 53 52

 売上高合計 32,754 31,087

売上原価   

 完成工事原価 24,230 23,228

 製品売上原価 4,573 4,675

 売電事業売上原価 22 24

 売上原価合計 28,826 27,928

売上総利益   

 完成工事総利益 3,054 2,558

 製品売上総利益 842 571

 売電事業売上総利益 31 28

 売上総利益合計 3,928 3,158

販売費及び一般管理費   

 役員報酬 130 163

 従業員給料手当 1,056 1,072

 退職給付費用 53 55

 法定福利費 181 187

 福利厚生費 50 32

 修繕維持費 10 6

 事務用品費 87 95

 通信交通費 116 128

 動力用水光熱費 6 8

 調査研究費 85 96

 広告宣伝費 19 15

 交際費 5 8

 寄付金 8 6

 地代家賃 122 176

 減価償却費 50 44

 租税公課 88 75

 保険料 16 16

 貸倒引当金繰入額 7 0

 雑費 47 54

 販売費及び一般管理費合計 2,143 2,243

営業利益 1,785 915
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           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 2 3

 受取地代家賃 6 5

 鉄屑処分収入 4 9

 その他 6 6

 営業外収益合計 20 25

営業外費用   

 支払利息 0 0

 支払保証料 13 6

 その他 0 0

 営業外費用合計 14 8

経常利益 1,790 933

特別利益   

 固定資産売却益 ※1  11 ※1  8

 関係会社株式売却益 119 ―

 特別利益合計 130 8

特別損失   

 固定資産除却損 ※2  31 ※2  35

 特別損失合計 31 35

税引前当期純利益 1,889 906

法人税、住民税及び事業税 605 180

法人税等調整額 △10 108

法人税等合計 594 289

当期純利益 1,294 617
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【完成工事原価報告書】

  
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  5,540 22.9 5,257 22.6

Ⅱ　労務費  76 0.3 104 0.5

Ⅲ　外注費  13,239 54.6 12,894 55.5

Ⅳ　経費  5,373 22.2 4,971 21.4

　　(うち人件費)  (2,682) (11.1) (2,596) (11.2)

計  24,230 100.0 23,228 100.0

      
 

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算法を採用し、実際原価を材料費、労務費、外注費及び経費の要素別に分類集
計しております。

　

【製品売上原価報告書】

  
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費  2,366 58.8 2,877 64.5

Ⅱ　労務費  177 4.4 173 3.9

Ⅲ　経費  1,477 36.8 1,412 31.6

　　(うち人件費)  (513) (12.8) (493) (11.0)

当期総製造費用  4,021 100.0 4,464 100.0

当期合材運搬費  599  546  

当期製品仕入高  360  338  

付帯事業原価  828  883  

期末製品棚卸高  △0  △0  

内部振替原価  △1,236  △1,556  

当期製品売上原価  4,573  4,675  

      
 

(注) １　原価計算の方法は、実際原価による単純総合原価計算であります。

２　内部振替原価は、当社の請負工事の材料費に振替えた金額であります。

 

【売電事業売上原価報告書】

  
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　　経費  22 100.0 24 100.0

計  22 100.0 24 100.0

      
 

(注)　原価計算の方法は、個別原価計算法を採用しております。
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 2020年４月１日　至 2021年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,329 541 1,028 1,570 85 8,391 8,477

当期変動額        

剰余金の配当      △240 △240

当期純利益      1,294 1,294

自己株式の取得        

自己株式の処分        

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 1,054 1,054

当期末残高 1,329 541 1,028 1,570 85 9,446 9,531
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △107 11,269 178 178 11,448

当期変動額      

剰余金の配当  △240   △240

当期純利益  1,294   1,294

自己株式の取得 △0 △0   △0

自己株式の処分 2 2   2

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    ―

当期変動額合計 2 1,056 ― ― 1,056

当期末残高 △105 12,326 178 178 12,505
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 当事業年度(自 2021年４月１日　至 2022年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金合計 利益準備金

その他利益

剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当期首残高 1,329 541 1,028 1,570 85 9,446 9,531

会計方針の変更による

累積的影響額
     37 37

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,329 541 1,028 1,570 85 9,483 9,568

当期変動額        

剰余金の配当      △258 △258

当期純利益      617 617

自己株式の取得        

自己株式の処分        

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
       

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 358 358

当期末残高 1,329 541 1,028 1,570 85 9,841 9,927
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △105 12,326 178 178 12,505

会計方針の変更による

累積的影響額
 37   37

会計方針の変更を反映した

当期首残高
△105 12,363 178 178 12,542

当期変動額      

剰余金の配当  △258   △258

当期純利益  617   617

自己株式の取得 △0 △0   △0

自己株式の処分 3 3   3

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
    ―

当期変動額合計 2 361 ― ― 361

当期末残高 △102 12,724 178 178 12,903
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

 

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 満期保有目的の債券

　　　　償却原価法(定額法)

　(2) 子会社株式

　　　　移動平均法による原価法

　(3) その他有価証券

　　　　市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
　
２　棚卸資産の評価基準及び評価方法

　(1) 製品

　総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　(2) 販売用不動産

　個別法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)

　(3) 未成工事支出金

　　　　個別法による原価法

　(4) 材料貯蔵品

　総平均法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)
　
３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

　定額法

　(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

　ソフトウェア(自社利用)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

　(3) リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　
４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　(2) 完成工事補償引当金

　完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しており

ます。

　(3) 工事損失引当金

　当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれるものについて、将来の損失に備えるため、その損失見込

額を計上しております。

　(4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に発生

していると認められる額を計上しております。

　　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給

付算定式基準によっております。

　　 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法により費用

処理しております。

　(5) 株式報酬引当金

　株式交付規程に基づく役員等への当社株式の給付等に備えて当事業年度末における株式給付債務の見込額に基

づき計上しております。
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５　収益及び費用の計上基準
 (1) 建設事業

　建設事業においては、主に工事請負契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわたり履行
義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の測定は、
各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っており
ます。

　(2) 製造・販売事業

　製造・販売事業においては、アスファルト合材の製造及び販売を行っております。このような製品の販売につ
いては、顧客に製品を引き渡した時点で収益を認識しております。

 
６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　(1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表における
これらの会計処理の方法と異なっております。

　(2) 関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続

　　建設事業及び製造・販売事業の共同企業体(ＪＶ)に係る会計処理の方法
　　 主として構成員の出資の割合に応じて資産、負債、収益及び費用を認識する方法によっております。

 

(重要な会計上の見積り)

前事業年度(2021年３月31日)
工事進行基準による完成工事高の計上
１　当事業年度の財務諸表に計上した金額

　工事進行基準による完成工事高　　10,467百万円

 
２　会計上の見積りの内容に関する情報

 連結財務諸表の「注記事項（重要な会計上の見積り）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお

ります。

 
当事業年度(2022年３月31日)
１　当事業年度の売上高31,087百万円のうち、一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を計上する方法により計

上した完成工事高は、18,947百万円であります。

 
２　会計上の見積りの内容に関する情報

 連結財務諸表の「注記事項（重要な会計上の見積り）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略してお

ります。
 

(会計方針の変更)

 (収益認識に関する会計基準の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス
と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
これにより、従来は工事契約に関して、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には工事進行基

準を、この要件を満たさない工事には工事完成基準を適用してまいりましたが、当事業年度より履行義務を充足す
るにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。なお、履行義務の充足に係る進捗率の
合理的な見積りが出来ない工事については、原価回収基準を適用しております。また、工期が短い工事について
は、原価回収基準は適用せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰
余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。また、収益認識会計基準第86項また書き
(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映
した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減して
おります。

　この結果、当事業年度の売上高は743百万円増加、売上原価は697百万円増加、営業利益、経常利益及び税引前当
期純利益はそれぞれ45百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は37百万円増加しております。
当事業年度の１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益はそれぞれ５円02銭増加しております。
なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により

組替えを行っておりません。また、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に
係る収益認識関係注記については記載しておりません。

 

(表示方法の変更)

 (時価の算定に関する会計基準の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計
基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな
会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、時価をもって貸借対照表価額とする金融商品を
保有しておらず、財務諸表に与える影響はありません。
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 (損益計算書関係)
前事業年度において区分掲記しておりました「営業外収益」の「保険差益金」及び「保険事務手数料」は、営業

外収益の100分の10以下となりましたため、当事業年度から「その他」に含めて表示することとしております。こ
の表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。
この結果、前事業年度の損益計算書において、「保険差益金」に表示していた２百万円及び「保険事務手数料」

に表示していた２百万円は「その他」へ組み替えております。
なお、当事業年度の「保険差益金」は０百万円及び「保険事務手数料」は２百万円であります。
 

(追加情報)

 (新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りについて)
当社は、財務諸表を作成するにあたって、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積りを行っておりま

す。これらの見積りは、将来に関する一定の前提に基づいて作成しており、国内外の経済活動に多大な影響を与え
る可能性のある自然災害、感染症の感染拡大等予期せぬ事象の発生により、その前提と大きく異なる場合がありま
す。
前事業年度末時点では、新型コロナウイルス感染症は収束時期の見通しが立たない状況となっており、通期を通

じて事業活動に影響するとの仮定のもと、会計上の見積りを行っておりました。今後も業績への影響は僅少である
との仮定のもと、会計上の見積りを実施しております。
なお、新型コロナウイルス感染症拡大の収束時期がさらに遅れ長期化した場合には、財政状態及び経営状況も悪

化し、現在の会計上の見積りの前提と大きく異なることがあります。
 

 (役員向け株式交付信託)
中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的として、当社取締役(社外取締役を

除く。以下同じ。)、執行役員及び一定の要件を満たす者(以下総称して「取締役等」という。)に対する、信託を
用いた株式報酬制度を導入しております。
当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」(実務対応報告第30号　2015年３月26日)に準じております。
　(１)　取引の概要

　当社が指定する信託(以下、「本信託」という。)に金銭を供託し、本信託において当社株式の取得を行い、
取締役等に対して当社取締役会が定める株式交付規程に従って付与されるポイント数に応じ、取締役等の退任
時に、当社株式が本信託を通じて交付されます。

　(２)　信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により純資産の部に自己株式
として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当事業年度81百万円、108,400株でありま
す。
 

(貸借対照表関係)

※１　このうち関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

　受取手形 316百万円 302百万円

　完成工事未収入金 337 612

　売掛金 0 ―
 

 

※２　担保資産及び担保付債務
　　　下記の資産は、宅地建物取引業法に基づく営業保証金として担保に供しております。

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

　その他(長期保証金) 10百万円 10百万円
 

 

(損益計算書関係)

※１　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

　構築物 0百万円 ―百万円

　機械及び装置 1 8

　工具器具・備品 0 ―

　土地 9 ―

　計 11 8
 

 

※２　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自　2020年４月１日
至　2021年３月31日)

当事業年度
(自　2021年４月１日
至　2022年３月31日)

　建物 7百万円 10百万円

　構築物 21 0

　機械及び装置 2 22

　工具器具・備品 0 0

　計 31 35
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(有価証券関係)

前事業年度(2021年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
 

　　(注)　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

区分
前事業年度

(2021年３月31日)

子会社株式 20百万円
 

子会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。

 
当事業年度(2022年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で市場価格のない株式等以外のものはありません。
 

　　(注)　市場価格のない株式等の子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

区分
当事業年度

(2022年３月31日)

子会社株式 20百万円
 

 
 

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

繰延税金資産   

　販売用不動産評価減 12百万円 7百万円

　貸倒引当金 9 9

　減損損失 33 32

　資産除去債務 29 37

　未払費用 203 112

　退職給付引当金 503 483

　その他 51 44

繰延税金資産小計 843 728

評価性引当額 △89 △88

繰延税金資産合計 753 639

   

繰延税金負債   

　資産除去債務に対応する除去費用 5 13

　その他 ― 2

繰延税金負債合計 5 16

繰延税金資産の純額 748 623
 

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(2021年３月31日)
当事業年度

(2022年３月31日)

法定実効税率 30.6％ 30.6％

（調整）   

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

0.3 1.0

　住民税均等割 1.7 3.6

　税額控除 △0.3 △2.7

　評価性引当額 △0.7 △0.1

　その他 △0.2 △0.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.4％ 31.9％
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(企業結合等関係)

前事業年度（自　2020年４月１日　至　2021年３月31日）
　事業分離

実施した会計処理の概要
　移転損益の概要
　　 関係会社株式売却益　　119百万円

 
上記以外は連結財務諸表の「注記事項（企業結合等関係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略し

ております。

 
当事業年度（自　2021年４月１日　至　2022年３月31日）
　該当事項はありません。

 
(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」

に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

資産総額の100分の１以下につき財務諸表等規則第124条により記載を省略しております。

 
【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引
当期末残高
(百万円)

有形固定資産        

　建物 2,163 182 81 2,264 1,352 87 912

　構築物 1,420 112 21 1,511 904 65 606

　機械及び装置 6,078 621 580 6,119 5,075 349 1,043

　車両運搬具 6 9 ― 15 6 1 9

　工具器具・備品 458 72 90 440 340 33 100

　土地
2,760
〔464〕

1 ―
2,762
〔464〕

― ― 2,762

 建設仮勘定 264 10 260 14 ― ― 14

有形固定資産計 13,153 1,009 1,033 13,129 7,679 537 5,449

無形固定資産        

　借地権 23 ― ― 23 ― ― 23

　ソフトウェア 54 6 0 59 31 11 27

　その他 30 ― 0 30 0 0 29

無形固定資産計 108 6 1 113 32 11 81

投資その他の資産        

　長期前払費用 33 ― 11 22 15 4 7
 

(注)　１　当期増加のうち主なものは、次のとおりであります。
関東支店 東松山合材工場 建物 107 百万円

  構築物 93  
  機械及び装置 561  

 

 

２　当期減少のうち主なものは、次のとおりであります。
関東支店 東松山合材工場 建物 48 百万円

  構築物 19  
  機械及び装置 489  

 

 

３　土地の当期首残高及び当期末残高の〔　〕内は内書きで、土地の再評価に関する法律(1998年３月31日公布
法律第34号)により行った事業用土地の再評価実施前の帳簿価額との差額であります。

　

【引当金明細表】
 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 31 2 ― 2 31

完成工事補償引当金 7 5 7 ― 5

工事損失引当金 ― 1 ― ― 1

株式報酬引当金 36 23 2 ― 57
 

 (注) 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替による戻入額１百万円及び個別債権の回収等による取崩額０百

万円であります。

 
 

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 
(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号
三井住友信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告を
することができない場合は、日本経済新聞に掲載して行います。
公告掲載URL（https://www.smrc.co.jp/）

株主に対する特典 なし
 

　(注) 当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することはできませ

ん。

   (1)　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

 　(2)　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

 　(3)　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当及び募集新株予約権の割当を受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

 
事業年度　第74期 (自　2020年４月１日　至　2021年３月31日) 2021年６月29日関東財務局長に提出

 

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

 
2021年６月29日関東財務局長に提出。

 

 

 

(3) 四半期報告書及び確認書

 
第75期第１四半期 (自　2021年４月１日　至　2021年６月30日) 2021年８月６日関東財務局長に提出

 
第75期第２四半期 (自　2021年７月１日　至　2021年９月30日) 2021年11月９日関東財務局長に提出

 
第75期第３四半期 (自　2021年10月１日　至　2021年12月31日) 2022年２月９日関東財務局長に提出

 

 

(4) 臨時報告書

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２

(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書
2021年６月30日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

2022年６月28日

三井住建道路株式会社

　取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
 

東　　 京 　　事 　　務 　　所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 福　　本　　千　　人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中　　原　　義　　勝  

 

 

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三井住建道路株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三

井住建道路株式会社及び連結子会社の2022年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

監査上の対応

三井住建道路株式会社及び連結子会社では、舗装工
事、土木工事及び建築工事等に関する建設事業、建設用
資材の製造・販売に関する事業及び各事業に附帯する事
業を営んでいる。連結財務諸表注記（連結財務諸表作成
のための基本となる重要な事項）４会計方針に関する事
項（５）重要な収益及び費用の計上基準に記載のとお
り、会社及び連結子会社は、完成工事高及び完成工事原
価の計上基準として、当連結会計年度末までの工事進捗
部分について履行義務の充足が認められる工事について
は、主として一定の期間にわたり履行義務を充足し収益
を認識する方法（履行義務の充足に係る進捗度の見積り
はコストに基づくインプット法）を適用している。ま
た、連結財務諸表注記（重要な会計上の見積り）に記載
されているとおり、当連結会計年度の売上高31,535百万
円のうち、一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を
計上する方法により計上した工事完成高は、19,214百万
円と61％を占めている。
　一定の期間にわたり履行義務を充足し収益を認識する
方法により認識される収益は、履行義務の充足に係る進
捗度に基づき測定され、当該進捗度は工事の総原価見積
額に対する連結会計年度末までの発生原価の割合に基づ
き算定される。
建設事業セグメントの工事契約は、主に一般道路・高

速道路等の新設舗装や維持補修工事、土地造成等の土木
工事、ビル等の解体工事等を請け負っている。各工事は
個別性が強く、基本的な仕様や作業内容が顧客の指図に
基づいて行われることから、工事原価総額の見積りにあ
たっては画一的な判断尺度を得られにくい。このため、
工事原価総額の見積りの基礎となる実行予算書（工事の
原価管理のために作成され承認された予算書）及び決算
期末時点の工事原価総額の再見積りは、工事に対する専
門的な知識と施工経験を有する工事責任者による一定の
仮定と判断を伴い不確実性を伴うものとなる。
また、工事は一般に長期にわたることから、工事の進

行途上における工事契約の変更、悪天候や大規模自然災
害及び感染症等の発生による施工の遅延、建設資材単価
や労務単価等の変動、騒音や工事現場周辺環境への配慮
に伴う施工状況の変化が生じる場合があり、工事原価総
額の見直しには複雑性が伴う。
　以上から、当監査法人は、工事収益及び履行義務の充
足に係る進捗度の計算に当たり、工事原価総額の見積り
が、当連結会計年度において特に重要であり、監査上の
主要な検討事項に該当するものと判断した。
 

当監査法人は、一定の期間にわたり履行義務を充足し
収益を認識する方法における工事原価総額の見積りの妥
当性を検討するに当たり、主として以下の監査手続を実
施した。
内部統制の評価
工事原価総額の見積りに関する会社の以下の内部統制

の整備・運用状況を評価した。
・工事原価総額の見積りの基礎となる実行予算書が工

事担当者により作成され、工事原価総額の各要素につい
て、社内で承認された標準単価や外部から入手した見積
書等により積上げて計算していること、受注にあたって
の審査及び着工にあたっての会議における検討事項が反
映されていることを社内で規定された工事原価管理部署
により確認、承認される手続
・工事の施工状況や実際の原価の発生額、あるいは顧

客からの仕様変更指示に応じて、月末又は四半期末に工
事原価総額の再見積りが工事担当者により行われ、工事
原価管理部署により承認される統制
・工事の損益管理、履行義務の充足に係る進捗度につ

いて、社内で規定された工事原価管理部署により月次で
承認される手続
工事原価総額の見積りの妥当性の評価
工事請負額、工事損益、工事内容、工事の進捗状況等

に照らして、金額的に重要な工事、その他の特性を示す
工事及びサンプリングにより抽出した工事について、以
下の手続を実施した。
・実行予算書で見積もられた工事原価総額について、

工事概要や建設工事請負契約の工事目的物に照らして整
合しているか、工種ごとに積上げにより計算されている
か、施工条件や特殊な工法、発注者からの指示が見積り
に反映されているか検討した。
・決算期末時点の工事原価総額の再見積りについて、

その計算の基礎となる実行予算書と比較するとともに、
工事管理月報（工事の施工管理、損益管理のために作成
された書類）を閲覧し、工事の進捗状況、工事変更図
面、工程表及び工事管理チェック表（工事原価管理責任
者が工事原価総額の再見積りについて承認する際に作成
するチェックリスト）等に照らして、工事原価総額への
反映状況を検討した。
・工事原価管理責任者に、進捗状況、工事原価総額の

見積りに影響を与える事項の有無を質問し、それらの工
事原価総額への反映状況を検討した。
・見積総原価の主な要素について、下請業者からの注

文請書、見積書等その根拠となる積算資料との照合を実
施した。
・工事原価総額について、過年度における工事原価総

額の見積りと実際に発生した原価を比較することによ
り、工事原価総額の見積りプロセスの評価を行った。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基

づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記

事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、連結財務諸

表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証

拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している

かどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎とな

る取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を

入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。
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＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、三井住建道路株式会社の2022

年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、三井住建道路株式会社が2022年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、

財務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 
内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実施す

る。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び

適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内

部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人

は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責

任を負う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 

 

(注) １ 上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

2022年６月28日

三井住建道路株式会社

　取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
 

東 　　京 　　事 　　務 　　所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 福　　本　　千　　人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 中　　原　　義　　勝  

 

 

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる三井住建道路株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの第75期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、三井住

建道路株式会社の2022年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。

 
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 
監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

 
一定の期間にわたり履行義務を充足し認識する収益

連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項と同一内容であるため、記載を省略している。

 

 
その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続

を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及

び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結

論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外

事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい

るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど

うかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計

事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以  上
 

 

 (注) １ 上記の監査報告書の原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管しております。

　　 ２ XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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